
（地－様式３）

①いわき地域 ②№１

③施策の展開方向

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

施策展開調書

多様な地域資源を生かした交流の促進

多彩な自然や温泉、特色ある拠点施設などを生かし、観光を始めとした広域的な交流の拡大を図るととも
に、県内外、海外とを結ぶ広域交通体系の整備充実、小名浜港の一層の機能高度化など、連携、交流を
支える基盤整備を進めます。

○昨年度は天候不順と新型インフルエンザの影響で海水浴場を中心に観光客数
が全体では減少したが、ＮＥＸＣＯ東日本とのタイアップ等による高速道路を使用し
た温泉客を中心とする観光客数は増加。また、ＪＲ東日本とのタイアップにより、旅
行商品を使用した観光客数も増加した。
○運航船舶の大型化、及び小名浜港の取扱貨物量の増大、滞船の顕在化。
○広域交通体系の整備により、交流・物流機能が高まってきている。

○アクアマリンパークを基点とした情報発信・交流促進事業により
小名浜さんかく倉庫２号棟（小名浜潮目交流館）において、６つの振興局と連携した
物産展を開催し、県内交流の促進が図られた。
また、いわき地方農産物直売所等合同フェアを開催し、地産地消が図られたほか、
直売所等相互間の連携の動きがみられ、今後拡大が進む可能性がある。
○東港地区の整備により
　小名浜港東港地区のＨ２６年度の一部供用に向けて２２年度から埋立土砂の受
入れができるよう外郭施設（ケーソン据付Ｎ＝６函）及び裏込工（Ｌ＝１９４８．１ｍ）
及び消波工（Ｌ＝４０２．７ｍ）を施工した。
○地域活力基盤創造事業により
県内外との交流基盤となる広域交通体系の一層の整備を進めるため、各事業区間
において、用地補償、改良･舗装工事などを計画的に実施し、供用予定年度の供用
が図れるよう事業を推進した。



⑦今年度の
主な取組み

【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○「観光」と「物産」の連携の強化、地域資源に関する情報発信の増大による知名
度・ブランド力強化、観光関係の人材育成、観光都市としての環境条件の向上、来
訪者に対する効果的な情報発信が課題として挙げられる。
○小名浜港東港地区の整備に当たり、適正な埋立材の確保と計画的な埋立管理
を行う。
○東京圏、仙台都市圏を結ぶ浜通り軸と横断道軸・南部軸の結節点として、また、
東日本沿岸部における中核都市圏として、地域内外、県内外との連携・交流を促進
するため、さらなる広域交通体系の整備が必要。

○地方振興局重点施策推進事業等により「観光」「物産」の連携の強化、交流の拡
大を図るほか、地域資源の再確認と積極的な情報発信を行い、知名度・ブランド力
強化を図る。
　また、年間２５９万人近い観光客が訪れるアクアマリンパークにおける情報発信
機能を高めていく。
○小名浜港東港地区の平成２６年度の一部供用、平成３０年代前半の完成を目指
して整備を進める。
○連携・交流を促進するための広域交通体系の整備を進める。

○アクアマリンパークを基点とした情報発信・交流促進事業により
　小名浜さんかく倉庫２号棟（小名浜潮目交流館）を活用して各振興局と連携した
物産展等を実施することにより交流人口の拡大を図る。
また、市内の農産物直売所等の合同フェアを開催し、中山間地域の集落間の連携
強化及び地産地消の推進を図る。
○（新規）地方振興局重点施策推進事業により
　いわきの地域資源全般を対象とした写真を募集するフォトコンテストを開催し、応
募された写真を活用して次年度以降情報発信を行い、交流の拡大を図るほか、会
津地方において、いわき地域をＰＲする観光物産展を開催し、観光客の誘致やいわ
き産品の販路拡大につなげるとともに、新潟等磐越道沿線の産品の紹介も行うこと
により、磐越道沿線地域間の交流の拡大を図る。
○東港地区の整備により
　小名浜港の取扱貨物量の増加に対応するため、ふ頭用地を造成する。
　取扱貨物量の増加、船舶の大型化に対応するため、大水深の多目的ターミナル
を整備する。
○地域活力基盤創造事業により
地域の課題に対応して一定の地域において複数の事業を一体的に実施する。
・いわき石川線（皿貝２工区）
事業区間：遠野町根岸（延長500m）
引き続き用地補償を進め早期に工事着手する予定である。
・小野富岡線（吉間田工区）
事業区間：川前町下桶売（延長2020m）
今後は改良舗装工事の促進を図る予定である。
ほか６箇所



（地－様式３）

①いわき地域 ②№２

③施策の展開方向

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

施策展開調書

創造的で活力のある産業の展開

技術交流や産学官連携の取組みを進め、地域産業の研究開発力・技術力の強化を図るとともに、温暖な
気候や豊富な森林資源、潮目の海の漁場特性を生かし、農林水産業の振興を図ります。

○国内産業の構造の変化が進む中で、地域における製造業中小企業は、技術力の
向上、開発力の向上が重要となっている。
○基盤整備率が低く、園芸産地担い手の高齢化が進行している。
○漁業生産量の減少と全般的な魚価の低迷。

○いわきものづくり人材育成事業「いわきものづくり塾」により、
今後製造現場の中核となる技術者を育成するため、電気・電子編、機械・金属編、
食品編、品質管理編の全３１講座を開催し、延べ792名の受講があった。
○依頼試験・技術指導等の取組みにより、
　依頼試験事業（4,944件）、技術指導等事業（4,826件）、技術力向上支援事業（306
件）を実施して、企業の技術力の向上を図った。
○地産地消に関する取組みにより、
消費者がいわき地域産農産物について情報を得る機会が増加したほか、いわき地
域産農産物の地産地消が図られた。
○資源管理型漁業を促進する事業により
本県の主要28魚種の漁獲状況、資源状況等を整理した県版資源評価表を作成する
とともに、漁業者協議会、学習会等において各種情報を提示して、資源管理型漁業
の促進を図った。



⑦今年度の
主な取組み

【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○人材育成事業を行うに当たっては、企業のニーズに合致した講座を企画する必要
がある。
○ハイテクプラザいわき技術支援センターにおいては、研究開発が特定分野に偏る
状況にあり、急変する地域産業のニーズに対応することが難しい。外部資金での対
応を進めているが、執行時期が遅くなり他の機関との連携やニーズ（即応性と予算）
への対応が難しい。
　また、新たな研究開発を進めるための基盤施設の老朽化や研究者の異動に伴う
長期事業の継続性や技術の定着性に課題がある。
○新規就農や集落営農推進による担い手の確保
○園芸産地担い手の確保と育成
○水産資源の管理体制の充実と管理手法の向上。
○水産種苗生産技術の更なる向上。

○人材育成事業について、企業に対するヒアリング調査により企業ニーズを把握す
る。また、基礎的な技術力の向上という視点に、新たな産業への参入の芽出しという
点を加え支援していく。
○ハイテクプラザいわき技術支援センターにおいては、知財等の蓄積した技術で企
業を支援し、オリジナリティの高い商品開発に結び付くよう努める。また、環境・エネ
ルギー分野の新たな取組みを検討している。産学官の連携を深め、地域支援を強
化していく。
○基盤整備の推進による担い手への農地集積と集落営農体制の確立を図る。
○施設化、周年化、規模拡大及び販売対策強化による園芸産地の担い手の確保と
経営の安定化を図る。
○効率的な資源利用を促進するため、全県的な漁業者協議会の取組みを支援する
とともに、資源管理内容の検証、新たな対象種の検討を進める。
○魚介類を積極的に増やしながら計画的に漁獲するため、種苗生産を行う団体の
技術向上や運営の強化を図る。

○いわきものづくり人材育成事業「いわきものづくり塾」により
　いわき地域の企業で今後製造現場の中核となる技術者を育成するため、いわき明
星大学、福島工業高等専門学校などの高等教育機関等と連携し、実践的な技術者
教育を行う。実施にあたっては、県や市、いわき商工会議所、商工会等が連携して
企画・実施する。
○依頼試験・技術指導等の取組みにより
依頼試験事業、技術指導等事業、技術力向上支援事業を実施して、依頼試験や技
術指導等を行い、企業の技術力の向上を図る。
○（新規）いわき地域の農業を支える担い手の育成／確保と集落営農の推進に関
する取組みにより
　認定農業者への誘導を進めるとともに、経営改善計画の達成と経営管理の高度
化に向けたカウンセリングや経営セミナーの実施、女性農業者の能力発揮と経営参
画推進、戸別所得補償モデル対策への加入を推進するほか、農用地利用改善団体
の設立をすすめ、特定農業団体や特定農業法人の設立を支援する。
○（新規）いわきブランドを中心とした園芸産地の振興に関する取組みにより
　高付加価値化や省力・低コスト技術の導入を支援し競争力のある産地確立に取り
組むとともに、生産地と消費地が近いいわきの特性に対応する多彩な販売の取組
みや多様な需要に応える産地の確立を支援する。
○資源管理型漁業を促進する事業により
・効率的な資源利用を促進するため、資源の発生状況や海況等の調査を行い、動
向を予測するとともに、資源状態や資源管理効果を調査・解析し、有効な情報を提
供する。
・漁業者の自主的な資源管理を促進するため、調査結果を漁業者協議会等に提示
し、資源の有効利用方策を検討する。
○(新規)カツオのまち活性化事業により
カツオの主産地としての地位を確立し、漁業地域の活性化を図るため、「カツオのま
ち活性化推進協議会」を設立し,本県産カツオの知名度向上と県内外への販売促進
に係る施策や取組みを展開する。



（地－様式３）

①いわき地域 ②№３

③施策の展開方向

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

⑦今年度の
主な取組み

施策展開調書

豊かな自然環境と調和した多彩で魅力ある生活圏の形成

森・川・海の豊かな自然環境の保全を図りながら、広域多核型の地域構造を生かし、それぞれの地区が
有する地域資源を生かした個性ある地域づくりを進めるとともに、地域内の連携・交流や日常生活を支え
る道路の整備などを進めます。

○地域づくり総合支援事業（サポート事業）等による支援により、各地区において地
域づくりの取組みが行われてきている。
○広域多核型の各地域を支えるため、山の連携、海の連携、まちの連携など、地
域づくりを促進するための道路整備を進める必要がある。
○森林環境基金事業により森林環境学習を行う学校、団体等の増加。
○夏井川については、「うつくしま『水との共生』プラン」の推進モデルとして平成２０
年に「夏井川流域行動計画（夏井川アクションプラン２１）」が策定され、県内での流
域連携の先駆けとなっている。
　一方、鮫川は豊かな自然環境に恵まれているが、流域近くでの不法投棄が見受
けられる等、河川環境への悪影響が懸念されている。また、以前より様々な市民団
体や企業・行政等が活動しているが、相互交流の機会が少なかった。

○地域づくり総合支援事業（サポート事業）により、地域づくりの取組みに対して補
助を行った。
○国道改築事業／地域活力基盤創造事業／地域自立活性化交付金事業/交通安
全施設等整備事業/元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業により
　各事業区間において、用地補償、改良・舗装工事などを計画的に実施し、供用予
定年度の供用が図れるよう事業を推進した。
○森林ボランティア総合対策事業により、森林ボランティアに対して助成を行い、森
林の多様な機能と循環型社会の構築等について理解が得られるるとともに、森林
ボランティアの育成が図られた。
○流域連携事業（夏井川流域）の実施により流域住民が一体となり、流域に関係す
る事業者、行政機関、教育・研究機関などと連携を取りながら、森・川・海の笑顔が
見える流域を目指した取組みを行った。

○地域づくり総合支援事業（サポート事業）により、地域づくりの取組みに対して補
助を行う。
○国道改築事業／地域活力基盤創造事業／地域自立活性化交付金事業/交通安
全施設等整備事業/元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業により、県管理道路を
整備する。
舗装等：国道２８９号（荷路夫バイパス、根室拡幅）、用地補償：いわき石川線（皿貝
２工区）ほか
○森林ボランティア総合対策事業により
県民一人一人が参画する森林づくりを推進するため、民間非営利団体等森林ボラ
ンティアが行う森林づくり、普及、啓発に要する費用に対して助成を行う。
○（新規）流域連携事業（鮫川流域）により
「鮫川流域ネットワーク」と連携して鮫川探検バスツアー及び流域マップの作成を行
い、流域環境保全のための啓発等を図る。



【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○地域づくりの取組みに関する、地域のニーズ把握が必要。
○地域の宝を生かし、都市と農村の交流や定住・二地域居住の促進、地域コミュニ
ティの再生・活性化、広域観光の振興など、多様で活発な交流を展開するための社
会資本の整備が必要。
○ＮＰＯ法人、任意団体等がボランティア活動を行うための資金が不足している。
○流域連携事業について、事業予算の確保と運営事務局の在り方、ネットワーク
の拡充と存続。

○地域づくりに取り組む各種団体等と情報交換して地域のニーズを把握するととも
に、地域のさまざまな課題に対応した活動が行えるよう、地域活動の担い手となる
団塊世代や働き盛りを対象に、引き続き人材を育成し、学びの成果が地域に還元
されるよう取り組む。
○地域資源を活用した連携・交流や日常生活を支える道路の整備を進める。また、
各地域の特色を引き出し、自然と調和した潤いのある地域づくりを推進するととも
に、地域間連携に向けた取組みを支援する。
○森林ボランティア総合対策事業により助成措置の充実を図る。
○夏井川、鮫川における流域連携など、自然環境保全に向けた取組みを支援す
る。



（地－様式３）

①いわき地域 ②№４

③施策の展開方向

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

施策展開調書

人と人とがつながる安全で安心な環境づくり

地域コミュニティの再生・活性化に向けた取組みを支援します。また、医師の確保、福祉サービスの質の
確保に努めるとともに、河川改修、海岸保全施設整備等の防災対策を進めます。

○中山間地域においては、住民の高齢化、後継者不足により、また、都市部にお
いては、地域のつながりの希薄化などにより、地域の活力は低下してきている。
○人口10万人対の医療施設従事医師数（平成20年12月31日現在）でみると、県平
均が183.2人となっているところ、いわき地域は165.2人で県平均を18ポイント下回っ
ている。また、平成16年のいわき地域171.3人と比較して6.1ポイント減少している。
○いわき市の高齢化は年々進んでおり、平成22年5月1日現在で県平均より0.2%高
い25.1％となっている。また、平成22年4月1日現在の身体障がい者数は17,268人、
知的障がい者数は2,210人となっている。
○いわき地域は、地理的条件による自然災害が多発している。

○「住民による新たな県民運動円卓会議」構築支援事業により
「住民による新たな県民運動円卓会議」のサポートを行い、円卓会議を構築して地
域の課題解決のための話し合いを行った。
○県立医科大学運営費交付金（うち医師派遣交付金）により
　県立医科大学に助手を配置して県内の公的病院へ派遣するため、助手３３人分
の人件費を交付金として交付。県内の公的病院からの支援要請をもとに、３３人の
助手を県内１４の公的病院に平均月４日以上派遣　（いわき地域では２病院に５人
を派遣）した。
○介護サービス事業者指定・指導等事業により
高齢者の尊厳を保持するために必要な介護サービスの質の向上を目的として、介
護保険サービス事業者に対して人員、処遇、報酬及び運営全般にわたる指導を実
施した。
○指定障害福祉サービス事業者等の指導等事業により
自立支援給付対象サービスの質の確保、報酬の請求の適正化を図ることを目的と
して、障害福祉サービス事業者に対して人員、処遇、報酬及び運営全般にわたる
指導を実施した。
○広域河川改修事業等により
　夏井川、馬渡川、鮫川で河道開削等を実施し、治水安全度が向上した。



⑦今年度の
主な取組み

【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○地域コミュニティの再生・活性化に向けた取組みを支援する必要がある。
○県全体の医師の絶対数不足を解消すること、医師の地域偏在や診療科偏在を
改善すること。
○介護を要する高齢者の増加に伴って介護給付費が増加しており、その中で介護
保険事業者の不正事案の防止が課題となっている。
　また、障がい福祉サービスについては、障害者自立支援法に則った事業運営の
適正化や透明性の確保、利用者個々の状態に応じた適切なサービス提供に加え、
利用者に対する質の確保・向上が課題となっている。
○災害に強い社会基盤の整備を図り、安全で安心に暮らせる地域社会を形成する
ことが必要。

○地域コミュニティの再生・活性化に向けた取組みを支援するほか、活動団体間の
連携促進を図る。
○福島県地域医療再生計画に基づく事業を着実に推進する。特に、総合磐城共立
病院の病院勤務医の負担軽減を図る。
　また、公的病院への医師派遣事業に継続して取組む。
○介護サービス及び障がい福祉サービス事業者の指定等業務を行うとともに、指
定事業者に対して人員、処遇、報酬及び運営全般に関する実地指導等を計画的に
実施していく。
○近年の局地的大雨などの対策を含めた災害に強い社会基盤整備を進める。

○「住民による新たな県民運動円卓会議」構築支援事業により
　地域の課題解決のための話し合いの場を形成するためのサポートを実施すると
ともに、各地域の円卓会議による検討協議や実践行動の例を県全体に波及させ、
地域住民や各関係団体等が主体となった地域コミュニティづくりを支援する。
○県立医科大学運営費交付金（うち医師派遣交付金）により
　県立医科大学に助手を配置し、県内の公的病院へ派遣するため、助手３３人分
の人件費を交付金として交付する。
○介護サービス事業者指定・指導等事業により
　介護保険法に基づく事業所の指定や、指定事業者に対する実地指導・集団指導
を実施する。
○指定障害福祉サービス事業者等の指導等事業により
　障害者自立支援法に基づく事業所の指定や、指定事業者に対する実地指導・集
団指導を実施する。
○広域河川改修事業により
　治水機能を向上させるための工事を実施する。
　河道開削工事：夏井川、橋りょう工事：馬渡川、開削工事：鮫川



（地－様式２）

①いわき地域 ②№１

③施策の展開方向

④重点施策

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

地域別重点施策調書

多様な地域資源を生かした交流の促進

森・川・海の豊かな自然や温泉、アクアマリンパークなどの特色ある拠点施設、首
都圏に隣接する優位性を生かし、ＦＩＴ圏域を始めとする県内外の各地域との連携も
図りながら、都市農村交流や定住・二地域居住を促進するとともに、広域観光の振
興を図ります。

○昨年度は天候不順と新型インフルエンザの影響で海水浴場を中心に観光客数
が全体では減少したが、ＮＥＸＣＯ東日本とのタイアップ等による高速道路を使用し
た温泉客を中心とする観光客数は増加。また、ＪＲ東日本とのタイアップにより、旅
行商品を使用した観光客数も増加した。
○いわきは、南部軸（国道２８９号線）、横断道軸、浜通り軸の３軸の起点とされて
おり、とりわけ、年間約２５９万人の観光客が訪れるアクアマリンパークがその扇の
要に当たっている。
○いわきの中山間地域は海にも近いなど豊かで多様な自然に恵まれている。気候
が温暖で災害も少なく首都圏からも近接している。
○グリーン･ツーリズム（都市住民が農山漁村を訪れて、自然や文化、住民との交
流を楽しむ滞在型の余暇活動）の場が、農村に求められている。
○文部科学省、農林水産省、総務省が連携し、小学校（全国23,000校の小学校の
１学年　120万人）における農山漁村での１週間程度の長期宿泊体験活動を推進し
ている。
○アクアマリンパークを基点とした情報発信・交流促進事業により
小名浜さんかく倉庫２号棟（小名浜潮目交流館）において、６つの振興局と連携した
物産展を開催し、県内交流の促進が図られた。
また、いわき地方農産物直売所等合同フェアを開催し、地産地消が図られたほか、
直売所等相互間の連携の動きがみられ、今後拡大が進む可能性がある。
○ふるさと誘致支援ネットワーク構築事業により
東京における「ふるさと暮らしセミナー」の開催、いわき市内における「ふるさと体験
プログラム」の開催などいわきの定住・二地域居住の総合的相談窓口である
「IWAKIふるさと誘致センター」の活動を支援する事により、８件(１６名）の定住・二
地域居住につながった。また、ふるさと福島大交流フェア（池袋サンシャインシティ
で開催）に参加し、定住・二地域居住の相談等を行った。
○いわき子ども農山漁村交流プロジェクト支援事業により
県が顧問として支援した「いわきの里川前ふるさと体験交流委員会」が、宿泊体験
活動プランの企画及び小学校等への営業活動を実施。港区の小学生３８名が体験
交流事業に参加したほか、市内の小学生８名が農家民泊による体験交流事業に
参加した。
また、県が子ども農山漁村交流プロジェクトのプレ体験事業として宿泊体験プランを
企画及び実施し、市内の小学生２９名が参加した。



⑦今年度の
主な取組み

【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○「観光」と「物産」の連携の強化、地域資源に関する情報発信の増大による知名
度・ブランド力強化、観光関係の人材育成、観光都市としての環境条件の向上、来
訪者に対する効果的な情報発信が課題として挙げられる。
○いわき市をはじめ県内各地の多様な物産や観光地の紹介等、情報発信機能が
不十分。
○いわき市は多核分散型の都市であることから、人口流出に伴う問題点は見えに
くいが、中山間地域は市街地に比べ急速に人口減少や高齢化が進んでいる。一
方、移住者を受け入れるための空き家は不足している。
○グリーン･ツーリズムの受入者数の拡大を図るためには、農家民宿開設、体験交
流等の方法があり、関係法令が多岐にわたる。受入側の体制整備、人材育成、
ネットワークの構築が未成熟。
○いわき子ども農山漁村交流プロジェクト支援事業を推進するうえでは、「農家民
宿開設のための手続き」、「各小学校への周知と来町小学校の確保」、「『いわきの
里川前ふるさと体験交流委員会』の拡充と連携強化」が課題となっている。

○地方振興局重点施策推進事業等により「観光」「物産」の連携の強化、交流の拡
大を図るほか、地域資源の再確認と積極的な情報発信を行い、知名度・ブランド力
強化を図る。
○年間２５９万人近い観光客が訪れるアクアマリンパークにおける情報発信機能を
高めていく。
○移住者を受け入れるための各地域の空き家物件の調査等を実施するとともに、
「空き家バンク」を整備し、物件の確保に努める。
○グリーン･ツーリズムについて、いわき地方における推進会議を開催し、情報の
共有化を図るとともに意見交換を行う。
○いわき子ども農山漁村交流プロジェクト支援事業においては、他にない魅力的な
体験メニューを考案し、安全で安心できる受入体制を整える必要があるほか、川前
町が一体となって事業に取り組めるよう地域受入協議会に対し、指導、助言等の支
援を行う。

○アクアマリンパークを基点とした情報発信・交流促進事業により
　小名浜さんかく倉庫２号棟（小名浜潮目交流館）を活用して各振興局と連携した
物産展等を実施することにより交流人口の拡大を図る。
また、市内の農産物直売所等の合同フェアを開催し、中山間地域の集落間の連携
強化及び地産地消の推進を図る。
○（新規）地方振興局重点施策推進事業により
　いわきの地域資源全般を対象とした写真を募集するフォトコンテストを開催し、応
募された写真を活用して次年度以降情報発信を行い、交流の拡大を図るほか、会
津地方において、いわき地域をＰＲする観光物産展を開催し、観光客の誘致やいわ
き産品の販路拡大につなげるとともに、新潟等磐越道沿線の産品の紹介も行うこと
により、磐越道沿線地域間の交流の拡大を図る。
○ふるさと誘致支援ネットワーク構築事業により
　いわきの定住・二地域居住の総合的相談窓口である「IWAKIふるさと誘致セン
ター」を支援するとともに、センターが実施する事業にいわき市と協働で取り組み定
住・二地域居住の促進を図る。また、ふるさと福島大交流フェアに参加し、都市住民
といわきの伝統技能の体験等を通じた交流促進、定住・二地域居住に関する相談
事業を実施する。
○いわき子ども農山漁村交流プロジェクト支援事業により
「子ども農山漁村交流プロジェクト」の受入体制の整備に向けた「いわきの里川前
ふるさと体験交流委員会」の取組みを県は顧問として支援する。支援の一環として
事務局機能を担当する人材をふるさと雇用特別基金を活用し委託する。
さらに、県が子ども農山漁村交流プロジェクトのプレ体験事業を実施する。



（地－様式２）

①　いわき地域 ②№２

③施策の展開方向

④重点施策

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

⑦今年度の
主な取組み

【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

○本県のコンテナ貨物発生量は東北では宮城県に次いで２番目であるが、県内港
湾の利用率が低い。
○小名浜港での荷役作業時間、滞船時間等への影響を及ぼさないように、計画的
に荷役機械の更新を図る。
○小名浜港東港地区の整備に当たり、適正な埋立材の確保と計画的な埋立管理
を行う。

地域別重点施策調書

多様な地域資源を生かした交流の促進

積極的なポートセールスを展開するとともに、港湾サービス機能の充実及び港湾施
設の整備を進め、小名浜港の利用を促進します。

○０９年の小名浜港における海上出入貨物量は、世界的不況の影響等により、対
前年比で約８０％に減少。
○小名浜港の荷役機械の老朽化。
○運航船舶の大型化、及び小名浜港の取扱貨物量の増大、滞船の顕在化。
○小名浜港は、国が来年度以降集中的に整備する「重点港湾」に選定された。国
が選定を進めているバルク（ばら積み）貨物の輸送拠点港となる「国際バルク戦略
港湾」に石炭を取扱品として応募している。

○ポートセールスにより
　企業訪問や小名浜港セミナーの開催、海外ポートセールス、小名浜港視察会、航
路誘致活動の実施により、小名浜港の利用拡大を図った。
○荷役機械建造により
　小名浜港７号ふ頭２号機アンローダについて、主に電気系統の更新を行った。
○東港地区の整備により
　小名浜港東港地区のＨ２６年度の一部供用に向けて２２年度から埋立土砂の受
入れができるよう外郭施設（ケーソン据付Ｎ＝６函）及び裏込工（Ｌ＝１９４８．１ｍ）
及び消波工（Ｌ＝４０２．７ｍ）を施工した。

○ポートセールスにより
　小名浜港の利用拡大を図るため、県・市・民間が連携しての企業訪問、セミナー
の開催等を行って、小名浜港の一層の利用拡大を図る。
○荷役機械建造により
　円滑な荷役作業を確保するため、荷役機械の改修を行う。
○東港地区の整備により
　小名浜港の取扱貨物量の増加に対応するため、ふ頭用地を造成する。
　取扱貨物量の増加、船舶の大型化に対応するため、大水深の多目的ターミナル
を整備する。



【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○県内の荷主に対して、物流コストの削減に加え、Ｃｏ2の削減（環境対策）の観点
から地元小名浜港の利用をＰＲしていく。また小口混載貨物（ＬＣＬ）サービスの潜在
需要が見込まれるため、その掘り起こしを図っていく。
○小名浜港の荷役機械の適切なアセットマネジメントを作成し、荷役機械の長寿命
化を図る。
○小名浜港東港地区の平成２６年度の一部供用、平成３０年代前半の完成を目指
して整備を進める。



（地－様式２）

①　いわき地域 ②№３

③施策の展開方向

④重点施策

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

⑦今年度の
主な取組み

【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○連携・交流を促進するための広域交通体系の整備を進める。

○東京圏、仙台都市圏を結ぶ浜通り軸と横断道軸・南部軸の結節点として、また、
東日本沿岸部における中核都市圏として、地域内外、県内外との連携・交流を促進
するため、さらなる広域交通体系の整備が必要。

地域別重点施策調書

多様な地域資源を生かした交流の促進

県内外との交流基盤となる常磐自動車道や国道６号、国道49号、国道289号など
の広域交通体系の一層の整備を進めます。

○広域交通体系の整備により、交流・物流機能が高まってきている。

○国道改築事業／地域活力基盤創造交付金事業により
県内外との交流基盤となる広域交通体系の一層の整備を進めるため、各事業区間
において、用地補償、改良･舗装工事などを計画的に実施し、供用予定年度の供用
が図れるよう事業を推進した。

○国道改築事業により
一般国道の拡幅や線形改良、バイパス建設工事（改良・拡幅・舗装工）を実施す
る。
・国道２８９号（荷路夫バイパス、根室拡幅）
事業区間：田人町荷路夫、根室（延長5.1km）
延長1,175mの朝日トンネルが貫通し(H21.7.27)、今後は、舗装工事等を進め、平成
22年10月上旬供用開始。事業年度（H11～H22）
・国道３９９号（中島バイパス）
事業区間：小川町上平（延長2130m）
今後は工事の促進を図り平成22年度に供用開始する予定である。事業年度（H2～
H23)
○地域活力基盤創造事業により
地域の課題に対応して一定の地域において複数の事業を一体的に実施する。
・いわき石川線（皿貝２工区）
事業区間：遠野町根岸（延長500m）
引き続き用地補償を進め早期に工事着手する予定である。
・小野富岡線（吉間田工区）
事業区間：川前町下桶売（延長2020m）
今後は改良舗装工事の促進を図る予定である。
ほか６箇所



（地－様式２）

①　いわき地域 ②№４

③施策の展開方向

④重点施策

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

⑦今年度の
主な取組み

地域別重点施策調書

創造的で活力のある産業の展開

高い工業集積を生かし、いわき明星大学や福島工業高等専門学校などの高等教育
機関との連携も図りながら、技術交流や産学官連携の取組みを進め、地域産業の
研究開発力・技術力の強化と高付加価値化を図ります。また、工業団地への企業誘
致を進め、一層の工業集積と雇用・就業機会の創出を図ります。

○国内産業の構造の変化が進む中で、地域における製造業中小企業は、技術力の
向上、開発力の向上が重要となっている。
○福島県県産品加工支援センター（会津若松）が発足し、高付加価値化への取り組
みを強化している。近年は産業廃棄物のリサイクル等に関する即効性の高い研究
開発が優先されがちで、基盤となり共通性の高い技術開発の取組みが減少し将来
の技術力の減速が心配される。
○平成20年12月以降、リーマンショックに端を発する景気減退により、企業の投資
意欲が低水準で推移しているが、地域の雇用を創出するためには、なお企業誘致
が不可欠である。

○いわきものづくり人材育成事業「いわきものづくり塾」により
今後製造現場の中核となる技術者を育成するため、電気・電子編、機械・金属編、
食品編、品質管理編の全３１講座を開催し、延べ792名の受講があった。
○依頼試験・技術指導等の取組みにより
　依頼試験事業（4,944件）、技術指導等事業（4,826件）、技術力向上支援事業（306
件）を実施して、企業の技術力の向上を図った。
○研究開発等の取組みにより
　産業廃棄物減量化・再資源化支援事業等、研究開発に関する事業等を実施して
地域産業の研究開発力・技術力の強化と高付加価値化を図った。
○いわき四倉中核工業団地への企業誘致により
　平成21年度までに、7区画が土地売買契約を締結し、分譲率は43％となっている。
○磐城工業用水道第二期改築事業により
　磐城工業用水道配水管路において耐震基準に基づく要改築区間があるため、配
水管布設替工事を実施している。

○いわきものづくり人材育成事業「いわきものづくり塾」により
　いわき地域の企業で今後製造現場の中核となる技術者を育成するため、いわき明
星大学、福島工業高等専門学校などの高等教育機関等と連携し、実践的な技術者
教育を行う。実施にあたっては、県や市、いわき商工会議所、商工会等が連携して
企画・実施する。
○依頼試験・技術指導等の取組みにより
依頼試験事業、技術指導等事業、技術力向上支援事業を実施して、依頼試験や技
術指導等を行い、企業の技術力の向上を図る。
○研究開発等の取組みにより
　受託研究事業等、研究開発に関する事業等を実施して地域産業の研究開発力・
技術力の強化と高付加価値化を図る。
○いわき四倉中核工業団地への企業誘致により
いわき四倉中核工業団地企業誘致促進協議会（県（企業立地課）、いわき市、中小
企業基盤整備機構などで構成）が主体となり、企業訪問、立地セミナー等への出
展、広告によるPR活動といった誘致活動を実施する。
○（新規）ふくしま・地域産業６次化推進事業により
　地域産業の６次化を推進し、地域の活性化を図るため、６次化に関心と意欲のあ
る個人、法人、団体等を構成員とするネットワークの設立や農業者や中小企業経営
者等を対象とした人材育成事業、「食」の情報発信等を行う。
○磐城工業用水道第二期改築事業により
　工業用水道の安定供給を図るため、磐城工業用水道配水管路において耐震基準
に基づく要改築区間について、配水管布設替工事を実施している。



【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○人材育成事業について、企業に対するヒアリング調査により企業ニーズを把握す
る。また、基礎的な技術力の向上という視点に、新たな産業への参入の芽出しという
視点を加え支援していく。
○ハイテクプラザいわき技術支援センターにおいては、知財等の蓄積した技術で企
業を支援し、オリジナリティの高い商品開発に結び付くよう努める。
　また、環境・エネルギー分野の新たな取組みを検討している。産学官の連携を深
め、地域支援を強化していく。
○企業誘致については、企業立地課及び市との連携を密にし、情報の共有化を図
ることで、企業に対する対応等が円滑に行われるよう努める。

○人材育成事業を行うに当たっては、企業のニーズに合致した講座を企画する必要
がある。
○ハイテクプラザいわき技術支援センターにおいては、研究開発が特定分野に偏る
状況にあり、急変する地域産業のニーズに対応することが難しい。外部資金での対
応を進めているが、執行時期が遅くなり他の機関との連携やニーズ（即応性と予算）
への対応が難しい。
　また、新たな研究開発を進めるための基盤施設の老朽化や研究者の異動に伴う
長期事業の継続性や技術の定着性に課題がある。
○企業の設備投資意欲が低水準で推移しているため、情報の把握が重要である。



（地－様式２）

①　いわき地域 ②№５

③施策の展開方向

④重点施策

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

地域別重点施策調書

創造的で活力のある産業の展開

温暖な気候を生かした特色のある、安全で安心な農産物の生産拡大と担い手の育
成確保、集落営農体制の組織化の取組みを進め、農産物の安定生産体制の確立
を図るとともに、豊富な森林資源を生かして木材の安定供給体制の確立を図りま
す。また、農林産物の消費拡大に向けた取組みを進めます。

○基盤整備率が低く、園芸産地担い手の高齢化が進行している。
○安全・安心、環境負荷の低減が重要視されている。
○木材価格の低迷等により、収支が悪化していることに伴い搬出量が低下してい
る。
○住宅着工数の減少により、木材需要量が減少している。

○地産地消に関する取組みにより、消費者がいわき地域産農産物について情報を
得る機会が増加したほか、いわき地域産農産物の地産地消が図られた。
○間伐材搬出支援事業により、間伐材の運搬、作業路整備に対して支援を行っ
た。間伐材の利用促進が図られた。
○食育に関する取組みにより、小中高が連携して野菜の栽培・収穫・調理体験や
食品加工の実習を行ったほか、いわき教育事務所ホームページに「食育コーナー」
を設け、学校教育における地産地消をＰＲした。

⑦今年度の
主な取組み

○地産地消に関する取組みにより
　地産地消月間ＰＲチラシの作成、地域生活情報紙への情報提供などの地元産物
の情報発信を行うほか、「ふるさと恵みの店」及び「食彩ふくしま地産地消推進店」
の認定により、消費者に本県で生産される豊富な農林水産物を周知し、県産農林
水産物の消費拡大につなげる。
○間伐材搬出支援事業により
　間伐材を運搬する経費に対する補助、間伐材を搬出する林内作業路を開設する
経費に対する支援を行い、森林の未利用資源の有効利用を促し、資源循環の流れ
を回復させることにより持続的な森林整備を図る。
○（新規）ふくしまっ子食育推進ネットワーク事業により
　植田小・植田中学校の児童生徒が、磐城農業高校と連携して、野菜の栽培・収
穫・調理体験や食品加工の実習を行う。
　また、県産の食材を使用し、献立の作成から買い物、調理まで一連の朝ごはん作
りを通して、食べる力の育成を図る。

○（新規）いわき地域の農業を支える担い手の育成／確保と集落営農の推進に関
する取組みにより
　認定農業者への誘導を進めるとともに、経営改善計画の達成と経営管理の高度
化に向けたカウンセリングや経営セミナーの実施、女性農業者の能力発揮と経営
参画推進、戸別所得補償モデル対策への加入を推進するほか、農用地利用改善
団体の設立をすすめ、特定農業団体や特定農業法人の設立を支援する。
○（新規）いわきブランドを中心とした園芸産地の振興に関する取組みにより
　高付加価値化や省力・低コスト技術の導入を支援し競争力のある産地確立に取
り組むとともに、生産地と消費地が近いいわきの特性に対応する多彩な販売の取
組みや多様な需要に応える産地の確立を支援する。



【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○基盤整備の推進による担い手への農地集積と集落営農体制の確立を図る。
○施設化、周年化、規模拡大及び販売対策強化による園芸産地の担い手の確保
と経営の安定化を図る。
○地元生活情報誌、メールマガジン等によりいわき地方の地産地消に関する情報
を発信することにより、消費者のニーズ・関心を高めるとともに地域農産物の消費
の拡大、地域自給力の向上を図る。
○森林組合・木材業者・チップ業者等が連携して、安定した搬出体制の確立を図
る。
○講習会の開催、各種イベント等における周知等により、集約化施業と路網整備
の必要性・重要性について、森林所有者への普及啓発を図る。

○新規就農や集落営農推進による担い手の確保
○園芸産地担い手の確保と育成
○消費者・実需者からの安全で安心な農産物へのニーズ・関心に応えられていな
い、低い生産量、不安定な供給量の解消
○建築用材、チップ用材のみならず、未利用材を木質バイオマス資源として活用す
るために必要な、安定した搬出体制の確立
○コスト低減を目的とした集約化施業と路網整備の推進



（地－様式２）

①　いわき地域 ②№６

③施策の展開方向

④重点施策

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

⑦今年度の
主な取組み

地域別重点施策調書

創造的で活力のある産業の展開

水産試験場や水産種苗研究所の調査・研究などを基に、資源管理型漁業やつくり
育てる漁業を進め、水産資源の持続的利用を図ります。また、魚食普及活動の促
進など、水産物の消費拡大に向けた取組みを進めるとともに、漁業後継者に対す
る支援や就労環境の改善を促進し、漁業経営の安定を図ります。

○漁業生産量の減少と全般的な魚価の低迷。
○漁業就業者数の減少。

○資源管理型漁業を促進する事業により
本県の主要28魚種の漁獲状況、資源状況等を整理した県版資源評価表を作成す
るとともに、漁業者協議会、学習会等において各種情報を提示して、資源管理型漁
業の促進を図った。
○栽培漁業を促進する事業により
　漁業者による種苗放流に対し、種苗供給等の支援を行ったほか、水産種苗研究
所が生産したホシガレイを試験放流した。
　放流したヒラメ、アワビ、ホシガレイの漁獲状況、回収率等を明らかにするととも
に、ホシガレイの放流適地を選定する上で重要なデータ（水温、塩分等）が得られ
た。

○資源管理型漁業を促進する事業により
・効率的な資源利用を促進するため、資源の発生状況や海況等の調査を行い、動
向を予測するとともに、資源状態や資源管理効果を調査・解析し、有効な情報を提
供する。
・漁業者の自主的な資源管理を促進するため、調査結果を漁業者協議会等に提示
し、資源の有効利用方策を検討する。
○栽培漁業を促進する事業により
・栽培漁業を効率的に推進するため、放流用人工種苗（ヒラメ、アワビ、ウニ、アユ）
を生産し、安定的に供給するとともに、放流後の資源動向、漁獲状況を把握し、事
業評価や必要な改善提言を行う。
・新規の栽培漁業対象種を検討するため、ホシガレイの種苗生産技術開発と放流
試験を行う。
○(新規)カツオのまち活性化事業により
カツオの主産地としての地位を確立し、漁業地域の活性化を図るため、「カツオの
まち活性化推進協議会」を設立し,本県産カツオの知名度向上と県内外への販売促
進に係る施策や取組みを展開する。
○（新規）ふくしまの美味しい魚発掘・活用事業により
「浜の逸品」の選定、６次産業化に繋がる取組みへの支援、ブランド認証を受けたヒ
ラメ等について成分分析、水産物の幅広い情報を提供等を行って、ふくしまの魚の
イメージアップや販売促進、水産業への理解の促進等を図る。



【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○効率的な資源利用を促進するため、全県的な漁業者協議会の取組みを支援す
るとともに、資源管理内容の検証、新たな対象種の検討を進める。
○魚介類を積極的に増やしながら計画的に漁獲するため、種苗生産を行う団体の
技術向上や運営の強化を図る。
○水産物の消費拡大を図るため、生産者、流通業者、加工業者、観光業者等が連
携し、効果的な施策を展開する。
○漁業経営の安定、向上を図るため、漁業担い手等が実践する付加価値形成、水
産物の販売促進等の取組みを支援する。

○水産資源の管理体制の充実と管理手法の向上。
○水産種苗生産技術の更なる向上。
○水産物の消費拡大、漁業地域の活性化に向けた関係機関との取組み方向の検
討。
○漁業担い手等の活動促進。



（地－様式２）

①　いわき地域 ②№７

③施策の展開方向

④重点施策

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

⑦今年度の
主な取組み

【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

○地域づくりの取組みに関する、地域のニーズ把握が必要。
○地域の宝を生かし、田人町貝泊地区などでの都市と農村の交流や定住・二地域
居住の促進、地域コミュニティの再生・活性化、広域観光の振興など、多様で活発
な交流を展開するための社会資本の整備が必要。

地域別重点施策調書

豊かな自然環境と調和した多彩で魅力ある生活圏の形成

多彩な自然や地域に息づく文化などの地域資源を生かした個性ある地域づくりの
取組みを支援します。

○多彩な自然と国宝「白水阿弥陀堂」や奥州三古関の一つ「勿来の関」などの歴
史・文化を有する広域多核都市である。
○地域づくり総合支援事業（サポート事業）等による支援により、各地区において地
域資源を生かした地域づくりの取組みが行われてきている。

○地域づくり総合支援事業（サポート事業）
いわき地域伝統手業資源開発活用事業により
体験講座や育成講座、子どもの体験学習受入、イベントへの出展等を行い、いわき
地域の伝統手業を広く発信した。
○元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業により
・遠野町滝地区：川づくり計画を策定、管理協定を締結。
・内郷白水地区：懇談会を開催し、白水環境マップを作成。懇談会参加者で新川清
掃を行うこととなった。
・貝泊地区：整備箇所については、通行者の安全が確保され、交流道路としての機
能が向上された。

○地域づくり総合支援事業（サポート事業）
①いわき地域伝統手業資源開発活用事業により
　伝統手業を広めることにより、人的地域資源の再開発と活用促進を図るとともに、
子どもの体験学習受入を行うほか、現代生活に活用できる製品の開発を行い、作
品価値の向上を図るとともに、イベント等に出展する。
②（新規）高部区集落再生計画策定事業により
　地域住民が一体となって地域コミュニティの再生に関する計画を策定し、次年度
以降、この計画に基づいて事業を展開していく。
○（新規）地域づくりにつながる人づくり連携強化モデル事業により
「団塊の世代」「働き盛り（就業年齢にある世代）」の２つの世代を対象に、「地域づく
り」をテーマとしたセミナー等を実施し、地域づくりに結びつく人材育成を行う。
○元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業により
・遠野町滝地区：懇談会を開催しながら川づくり計画を策定し、親水施設の整備を
行う。
・内郷白水地区：地域づくり計画を懇談会を開催しながら作成し、その具現化に向
けた取組みに対し支援を行う。
・田人町貝泊地区：地区で取り組んでいる地域づくりを支援するため県道勿来浅川
線の１．５車線的整備等を行う。
・三和新田地区：三和新田地区の大山桜と古殿の越代の桜の連携した地域づくり
を支援するため、いわき上三坂小野線と三株下市萱小川線の1.5車線的整備を行
う。



【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○地域づくりに取り組む各種団体等と情報交換して地域のニーズを把握するととも
に、地域のさまざまな課題に対応した活動が行えるよう、地域活動の担い手となる
団塊世代や働き盛りを対象に、引き続き人材を育成し、学びの成果をが地域に還
元されるよう取り組む。
○地域資源を活用した連携・交流や日常生活を支える道路の整備を進める。また、
各地域の特色を引き出し、自然と調和した潤いのある地域づくりを推進するととも
に、地域間連携に向けた取組みを支援する。



（地－様式２）

①　いわき地域 ②№８

③施策の展開方向

④重点施策

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

⑦今年度の
主な取組み

【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

○商店の後継者及び中心市街地活性化を担うリーダーの育成
○高齢者が安心して買い物をし、快適に日常生活を送ることができる街づくり
○地域コミュニティの、中核的な担い手としての商店街機能の維持
○平・小名浜・常磐地区などが有する資源を生かした個性ある地域づくりを進める
ととともに、生活・交流の基盤となる道路の整備やいわき駅周辺などの中心市街地
活性化支援を進め、多彩で魅力にあふれる生活圏づくりを進めていくことが必要。

地域別重点施策調書

豊かな自然環境と調和した多彩で魅力ある生活圏の形成

魅力的な中心市街地の形成を図るため、いわき駅周辺の施設整備や街路などの
整備を進めるとともに、中心市街地活性化のための取組みを支援します。また、港
と一体となったまちづくりのため、小名浜港背後地などの整備を進めます。

○人口減少や急速な高齢化、、モータリゼーションの進展、小売商業施設等の郊
外への立地等を背景に、中心市街地の空洞化、都市機能の拡散が問題となってい
る中、街なかに賑わいを取り戻し、中心市街地の活性化を図るため、平や勿来、湯
本等で様々な取組みが行われている。

○中心市街地活性化の取組みにより
コンパクトシティ推進プロジェクト、まちなかウェルカム事業、いわき市南部地区中
心市街地活性化事業、子育てにやさしいいわきの商店街づくり事業、湯本温泉郷
の賑わい創出事業について、実行委員会への参画、懇談会の開催等により、一店
逸品運動や空き店舗対策事業等の中心市街地の活性化を図る事業を推進した。
○街路事業により
魅力的な中心市街地の形成を図るため、各事業箇所において、用地補償、改良工
事などを計画的に実施した。
○交通安全施設等整備事業／いわき駅周辺再生拠点整備事業により
魅力的な中心市街地の形成を図るため、いわき駅周辺の施設整備を進め、ペデス
トリアンデッキが完成した。

○中心市街地活性化の取組みにより
コンパクトシティ推進プロジェクト、まちなかウェルカム事業、いわき市南部地区中
心市街地活性化事業、子育てにやさしいいわきの商店街づくり事業、湯本温泉郷
の賑わい創出事業について、実行委員会への参画、懇談会の開催等により、一店
逸品運動や空き店舗対策事業等の中心市街地の活性化を図る事業を推進する。
○街路事業により
魅力的な中心市街地の形成を図るため、街路などの整備を進める。
・平磐城線（花畑工区）
事業箇所：小名浜花畑（延長876m）
用地補償及び電線共同溝工事、改良工事、舗装工事を進める予定。
・三函台山線（湯本工区）
事業箇所：常磐湯本町（延長511m）
用地補償及び改良舗装及び橋梁工事を進める予定。
○地域づくり総合支援事業（サポート事業）により
（新規）駅前春フェスティバル
　平成２２年３月末より供用開始されたいわき駅南口駅前広場を活用し、いわき市
内の飲食、文化・芸術、地場産品を持ち寄ったイベントを開催する。



【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○後継者育成や創業希望者の受入に係る取組みを推進し、商店街全体で賑わい
を創出する体制・組織の構築を支援する。
○いわき駅周辺などの中心市街地活性化のための支援や都市基盤整備、渋滞緩
和を図るための整備、地域資源を活用した連携・交流や日常生活を支える道路の
整備を進める。



（地－様式２）

①　いわき地域 ②№９

③施策の展開方向

④重点施策

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

⑦今年度の
主な取組み

地域別重点施策調書

豊かな自然環境と調和した多彩で魅力ある生活圏の形成

広域多核型の地域構造を成している各地区相互の連携・交流や日常生活を支える
道路の整備を進めるとともに、生活交通確保のための取組みを支援します。

○広域多核型の各地域を支えるため、山の連携、海の連携、まちの連携など、地
域づくりを促進するための道路整備を進める必要がある。
○広域農道いわき地区の整備を中心として農道整備事業を推進しており、特に中
山間地域における整備が遅れている。
○間伐が積極的に進められているが、木材価格の低迷と生産費の向上さらには路
網等生産基盤の未整備等により、切捨てられている間伐材が多い。また、戦後造
林された森林資源が主伐期を迎えており、これら資源の活用が急務となっている。
○少子高齢化や自動車利用の進展を背景に、公共交通機関の利用者が減少し、
身近な交通手段であるバス路線の廃止等により公共交通空白地域が発生してい
る。

○国道改築事業／地域活力基盤創造事業／地域自立活性化交付金事業/交通安
全施設等整備事業/元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業により
　各事業区間において、用地補償、改良・舗装工事などを計画的に実施し、供用予
定年度の供用が図れるよう事業を推進した。
○農道整備事業／森林居住環境整備事業により
　農道整備事業により、基幹農道としての早期の効果発現等が図られるほか、林
道整備により、適正な森林の管理や農林産物の新輸送ルートの確保さらには災害
時の迂回路として期待されている林道永井川前線の早期の効果発現が図られる。
○生活交通確保の支援により
　いわき市が行うバス路線維持対策事業に係る経費の一部を補助した。
　また、「いわき市公共交通活性化委員会」に出席して生活交通確保のための取組
みを支援した。

○国道改築事業／地域活力基盤創造事業／地域自立活性化交付金事業/交通安
全施設等整備事業/元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業により、県管理道路を
整備する。
舗装等：国道２８９号（荷路夫バイパス、根室拡幅）、用地補償：いわき石川線（皿貝
２工区）ほか
○農道整備事業／森林居住環境整備事業により
農産物の生産、流通の合理化等を目的として、農道の整備を行う。また、間伐期を
迎えた森林や水源かん養保安林等の適切な管理、磐越道三和インターを利用した
農林水産物の新輸送ルートの確保、及び川前町と三和町を結ぶ災害時の迂回路
として林道を整備する。
○生活交通確保の支援により
市が行うバス路線維持対策事業に係る経費の一部を補助する。
また、いわき市が公共交通ビジョン策定のために設置した「いわき市公共交通活性
化委員会」に県が参画して生活交通確保のための取組みを支援する。



【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○地域資源を活用した連携・交流や日常生活を支える道路整備を進める。
○広域農道いわき地区の整備を中心に地域の基幹となる農道の整備を推進する。
○切捨てられていた間伐材や主伐期を迎えた森林資源の活用を図るため、林業の
機械化、林道の路網整備、路網を活用した生産システムの導入による生産コストの
低減を図る。
○道路整備においては、限られた事業費を有効に利用するとともに、関係機関との
調整をし、所有者の同意を得る。
○引き続き、いわき市における生活交通確保のための取組みの支援を行う。

○生活・交流の基盤となる道路の整備が必要。
○農産物の生産・流通・加工等の有機的・一体的な整備を目的とした、農道整備の
推進
○林業の効率的な作業とコスト低減を目的とした、林道の路網整備の推進
○地域の意向の考慮
○交通弱者にも配慮した生活交通の確保をすすめるとともに、広域多核都市として
地域の特性も踏まえた新たな公共交通のあり方について検討する必要がある。



（地－様式２）

①　いわき地域 ②№１０

③施策の展開方向

④重点施策

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

⑦今年度の
主な取組み

【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

○ＮＰＯ法人、任意団体等がボランティア活動を行うための資金が不足している。
○森林ボランティア活動での安全の確保。
○林業に関する技術力の向上。
○流域連携事業について、事業予算の確保と運営事務局の在り方、ネットワーク
の拡充と存続。
○流域において、各団体間の交流が少ない。また、鮫川流域ネットワークには恒常
的な予算が無く、事務局機能の受け皿がないこと。

地域別重点施策調書

豊かな自然環境と調和した多彩で魅力ある生活圏の形成

森林ボランティアなどによる森林（もり）づくりや夏井川、鮫川における流域連携な
ど、自然環境保全に向けた取組みを支援します。

○森林環境基金事業により森林環境学習を行う学校、団体等の増加。
○人工林の齢級が高くなってきたことから、主伐、間伐等の森林整備における危険
性が増大しているとともに高度な技術力が求められている。
○夏井川については、「うつくしま『水との共生』プラン」の推進モデルとして平成２０
年に「夏井川流域行動計画（夏井川アクションプラン２１）」が策定され、県内での流
域連携の先駆けとなっている。
○現在、鮫川流域が重点的に取り組む対象流域に選定されている。鮫川は豊かな
自然環境に恵まれ、地域住民の生活や農業、工業の源となっているほか、河口部
での水上レジャー利用や河川公園等の整備も行われているが、流域沿線において
は、高柴ダムへのゴミ・流木の漂流、流域近くでの不法投棄が見受けられる等、河
川環境への悪影響が懸念されている。また、以前より様々な市民団体や企業・行
政等が活動しているが、相互交流の機会が少なかった。

○森林ボランティア総合対策事業により、森林ボランティア活動に対して助成を行
い、森林の多様な機能と循環型社会の構築等について理解が得られるるとともに、
森林ボランティアの育成が図られた。
○流域連携事業（夏井川流域）の実施により流域住民が一体となり、流域に関係す
る事業者、行政機関、教育・研究機関などと連携を取りながら、森・川・海の笑顔が
見える流域を目指した取組みが行われた。

○森林ボランティア総合対策事業により
県民一人一人が参画する森林づくりを推進するため、民間非営利団体等森林ボラ
ンティアが行う森林づくり、普及、啓発に要する費用に対して助成を行う。
○（新規）流域連携事業（鮫川流域）により
「鮫川流域ネットワーク」と連携して鮫川探検バスツアー及び流域マップの作成を行
い、流域環境保全のための啓発等を図る。
○流域連携事業（夏井川流域）により
夏井川の水環境を守り、次世代に引き継ぐために活動する団体・個人が集まり、
森・川・海の笑顔が見える流域を目指して、協力・連携した活動を実施する。県（い
わき地方振興局、いわき建設事務所）としては、運営会議等に参加し、アドバイ
ザーとしてその取組みを支援する。



【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○森林ボランティア総合対策事業により助成措置の充実を図る。
○講習会の開催、広報による周知等により、安全に森林ボランティア活動が行われ
るよう取り組む。
○森林ボランティアがより高度な活動に対応できるようにするため、講習会の開
催、各種イベントにおける周知等により、技術力の向上に取り組む。
○夏井川、鮫川における流域連携など、自然環境保全に向けた取組みを支援す
る。
特に重点的に取り組む対象流域に選定されている鮫川流域においては、市民団体
や企業・行政等が、河川愛護や地域おこし活動を行っているが、これらの情報を共
有しネットワーク化することで、河川を愛し、環境負荷の少ない生活を求めようとす
る心を育て、後世まですばらしい「鮫川」を残そうという気運を高めていく。そのため
にも、事務局機能の確立及び予算の確保を進め、活動を継続させる。



（地－様式２）

①　いわき地域 ②№１１

③施策の展開方向

④重点施策

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

⑦今年度の
主な取組み

【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

○木材価格の低迷等により、未利用材の搬出が低迷。
○未利用材の搬出コストを低減するため、作業路整備の推進。
○資源循環利用促進のための森林整備の重要性のさらなる普及啓発。
○再生可能エネルギーの利活用を進めるには、導入費用等のコストの点が課題で
ある。

地域別重点施策調書

豊かな自然環境と調和した多彩で魅力ある生活圏の形成

循環型社会の形成に向け、豊富な森林資源や長い日照時間を有する地域特性を
生かして、バイオマスや太陽光などの再生可能なエネルギーの利活用に努めま
す。

○いわきはスギなどの人工造林により森林資源は充実してきている。
○木質バイオマスの原材料として間伐材等の需要増加。
○未利用材の搬出コストを低減するため、作業路の整備の必要性に対する意識向
上。
○森林整備の重要性等について、一般市民の意識の向上。
○太陽光発電を設置する住宅の増加。

○木質バイオマス資源循環推進事業により、木質バイオマスの資源循環利用を推
進するシステム作りのための工程調査の件数が増え、データ収集が促進されたこ
とにより、間伐により発生する未利用資源の有効利用が図られた。
○福島県ペレットストーブ利用推進事業により、木質ペレットストーブの購入・設置
に対する補助を行い、森林整備に対する理解と循環型社会の構築に対する理解が
得られ、未利用資源の有効利用が図られた。
○新エネルギー導入促進事業により、　いわき市が環境負荷の軽減に寄与する機
器を住宅に設置しようとする市民に設置費の一部を助成する「いわき市環境負荷
軽減型住宅整備費補助事業」に対して事業費の一部を補助した。

○木質バイオマスエネルギー利活用促進啓発事業
①（新規）田人の山・光あふれる森づくり事業により
　一般市民を募り、植栽や除伐・間伐と間伐木の利活用の体験・交流を通じ、多様
な機能を有する森林の資源循環、森林整備の重要性について普及啓発するととも
に、間伐材の新たな利用推進や植林（もりづくり）に繋げる。
②木質バイオマス資源循環推進事業（ふるさと雇用再生特別交付金事業）により
　未利用資源の有効利用を図るため、木質バイオマス原材料の確保作業及び木質
ペレットの製造作業について、工程調査を行うことにより、資源循環利用推進のた
めのシステム作りを委託事業として実施する。
○福島県ペレットストーブ利用推進事業により
森林整備を促進し、未利用資源の有効利用を図るため、木質ペレットストーブの民
間への導入を推進するため、購入・設置に対する補助を行う。
○新エネルギー導入促進事業により
　市町村と連携しながら新エネルギーの普及拡大を図るため、市町村が実施する
設備導入支援事業に対して助成する。



【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○間伐材搬出システムの構築のため、間伐から搬出、木質バイオマス利用までの
工程調査を継続し、データの収集と解析を行う。
○未利用材の搬出コストを低減するため、各種事業を活用して作業路の整備を推
進する。
○講習会の開催、各種イベント等における周知等により、森林整備の重要性の普
及啓発を進める必要がある。また、森林ボランティアによる森林（もり）づくりなど、
自然環境保全に向けた取組みを支援する。
○豊富な森林資源や長い日照時間を有する地域特性を生かして、再生可能なエネ
ルギーの利活用を推進するため、引き続き再生可能エネルギー導入に対する助成
等により支援していく。



（地－様式２）

①　いわき地域 ②№１２

③施策の展開方向

④重点施策

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

⑦今年度の
主な取組み

地域別重点施策調書

人と人とがつながる安全で安心な環境づくり

地域コミュニティの再生・活性化を図るため、子育て支援などの地域で支え合う取
組みや住民が主体となった地域活力を向上させる取組みを支援します。

○中山間地域においては、住民の高齢化、後継者不足により、また、都市部にお
いては、地域のつながりの希薄化などにより、地域の活力は低下してきている。
○子どもと家庭を取り巻く環境は、出生率の低下、核家族世帯の増加、都市化の
進行、女性の社会進出の増大など大きく変化している。少子化の進行により、今や
子育て支援は国を挙げての重要テーマとなっている。

○子育て支援を進める県民運動事業により
県が事務局である福島県いわき方部子育て支援連絡会議において、子育て支援
に係る啓発活動を実施した。
○子育てにやさしいいわきの商店街づくり事業により
ファミたんカードの普及活動等を行って、子育て支援を通して地域づくりへの貢献と
商店街の活性化を図った。県は実行委員として支援した。
○県営いわき公園サポーター制度事業により
いわき公園にて多様な主体との共同の公園管理を進めるためのサポーターを募集
し、４団体と協定を締結した。よりよい公園サービスの提供を目的にサポーター運
営会議を開催した。
○放課後子どもプラン（放課後子ども教室）により
安全・安心な子どもの活動拠点（居場所）を設け、地域の方々、保護者の協力のも
と、勉強やスポーツ・文化活動、各地域の特性を活かしたプログラム（地域の行事）
等を実施した。
○「住民による新たな県民運動円卓会議」構築支援事業により
「住民による新たな県民運動円卓会議」のサポートを行い、円卓会議を構築して地
域の課題解決のための話し合いを行った。

○子育て支援を進める県民運動事業により
県が事務局である福島県いわき方部子育て支援連絡会議において、県で定める
「子育ての日」、「子育て週間」にあわせて子育て支援に係る啓発活動を実施する。
○子育てにやさしいいわきの商店街づくり事業により
いわき市全域の商店街が「子育て応援」をキーワードに連携して、ファミたんカード
の普及活動、協賛店への参加による子育て世帯への支援、こども店長事業等を実
施。県（いわき地方振興局）は実行委員として取組みを支援する。
○県営いわき公園サポーター制度事業により
いわき公園にて住民や地域団体が行う環境美化や文化活動等の地域活動を支援
し、快適で個性豊かな地域づくりに資する多様な主体との協働の公園管理を進め
るため公園サポーターを引き続き募集する。
○放課後子どもプラン（放課後子ども教室）により
安心して子育てができる社会の実現のため、地域の協力のもと、子どもたちがス
ポーツ・文化活動や交流活動を行う「放課後子ども教室」の設置・運営に対して補
助を行う。
○「住民による新たな県民運動円卓会議」構築支援事業により
　地域の課題解決のための話し合いの場を形成するためのサポートを実施すると
ともに、各地域の円卓会議による検討協議や実践行動の例を県全体に波及させ、
地域住民や各関係団体等が主体となった地域コミュニティづくりを支援する。



【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○地域コミュニティの再生・活性化に向けた取組みを支援するほか、活動団体間の
連携促進を図る。
○社会全体で子育てを応援する体制を構築し、行政と関係団体が連携した子育て
支援ネットワークの構築を目指す。
○子育てにやさしいいわきの商店街づくり事業により、各商店、各商店街が子育て
世帯を応援する意義を感じ、進んで協力する意識を醸成し、地域コミュニティの中
核としての役割を担ってもらえるよう取り組む。さらに、ファミたんカードを機会があ
るごとに周知する。

○地域コミュニティの再生・活性化に向けた取組みを支援する必要がある。
○子どもと家庭を取り巻く環境の変化を踏まえ、「安心して子どもを生み育てること
ができ、子ども自身が健やかに育つことができる環境づくり」を推進する必要があ
る。
○子育てにやさしいいわきの商店街づくり事業においては、各商店、各商店街の子
育て世帯応援の意識の醸成及びファミたんカードの周知を図る必要がある。



（地－様式２）

①　いわき地域 ②№１３

③施策の展開方向

④重点施策

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

地域別重点施策調書

人と人とがつながる安全で安心な環境づくり

安全で安心な医療の充実のため、不足する病院勤務医を始めとして医師の確保に
努めるとともに、高齢者や障がい者に対する福祉サービスの質の確保に努めま
す。

○人口10万人対の医療施設従事医師数（平成20年12月31日現在）でみると、県平
均が183.2人となっているところ、いわき地域は165.2人で県平均を18ポイント下回っ
ている。また、平成16年のいわき地域171.3人と比較して6.1ポイント減少している。
○外来患者自足率（99.0%）及び一般病床入院患者自足率（96.8%）は県内で最も高
く、医療圏内でほぼ対応できている。
○救急受入照会件数が多くなる傾向があり、救急医療体制に対する満足度が低
い。
○4疾病5事業を始めとする医療体制は、総合磐城共立病院に集中する傾向にあ
る。
○いわき市の高齢化は年々進んでおり、昭和55年に9.9％だった高齢化率は、平成
17年には22.4%にまで上昇し、その後も上昇を続け、平成22年5月1日現在で県平均
より0.2%高い25.1％となっている。
　また、平成22年4月1日現在の身体障がい者数は17,268人、知的障がい者数は
2,210人となっている。

○県立医科大学運営費交付金（うち医師派遣交付金）により
　県立医科大学に助手を配置して県内の公的病院へ派遣するため、助手３３人分
の人件費を交付金として交付。県内の公的病院からの支援要請をもとに、３３人の
助手を県内１４の公的病院に平均月４日以上派遣　（いわき地域では２病院に５人
を派遣）した。
○医師確保緊急対策事業
・医師研究資金貸与事業により
　県外から転入した３名の医師（小児科、産科及び麻酔科それぞれ１名）に対し、各
３００万円を貸与した。
・助産師研修事業により
 助産師研修会プログラムを作成し、開設を検討している医療機関の助産師（３４
名）に対し講義及び演習による研修を実施した。
○介護サービス事業者指定・指導等事業により
高齢者の尊厳を保持するために必要な介護サービスの質の向上を目的として、介
護保険サービス事業者に対して人員、処遇、報酬及び運営全般にわたる指導を実
施した。
○指定障害福祉サービス事業者等の指導等事業により
自立支援給付対象サービスの質の確保、報酬の請求の適正化を図ることを目的と
して、障害福祉サービス事業者に対して人員、処遇、報酬及び運営全般にわたる
指導を実施した。



⑦今年度の
主な取組み

【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○公的病院への医師派遣事業に継続して取り組む。
○福島県地域医療再生計画に基づく事業を着実に推進する。特に、総合磐城共立
病院の病院勤務医の負担軽減を図る。
○救急医療体制の構築については、いわき地域内の病院群輪番制の強化を図
る。
○介護サービス及び障がい福祉サービス事業者の指定等業務を行うとともに、指
定事業者に対して人員、処遇、報酬及び運営全般に関する実地指導等を計画的に
実施していく。

○県全体の医師の絶対数不足を解消すること、医師の地域偏在や診療科偏在を
改善すること。
○救急医療体制の構築については、いわき地域内の病院群輪番制の強化を図る
とともに、双葉郡等地域外からの救急搬送患者数の抑制を図ること。
○介護を要する高齢者の増加に伴って介護給付費が増加しており、その中で介護
保険事業者の不正事案の防止が課題となっている。
　また、障がい福祉サービスについては、障害者自立支援法に則った事業運営の
適正化や透明性の確保、利用者個々の状態に応じた適切なサービス提供に加え、
利用者に対する質の確保・向上が課題となっている。

○県立医科大学運営費交付金（うち医師派遣交付金）により
県立医科大学に助手を配置し、県内の公的病院へ派遣するため、助手３３人分の
人件費を交付金として交付する。
○（新規）地域医療再生基金事業（相双医療圏）により
相双医療圏の三次救急医療機能をも担っている総合磐城共立病院に各種支援事
業を実施することにより、救急医療に係る医師の負担軽減と高度医療が必要な救
急患者の救命率向上を図る。また、当該病院における勤務環境の改善を図ること
により、病院勤務医の地域外流出を抑制し、安定した救急医療体制の構築を図る。
○介護サービス事業者指定・指導等事業により
介護保険法に基づく事業所の指定や、指定事業者に対する実地指導・集団指導を
実施する。
○指定障害福祉サービス事業者等の指導等事業により
障害者自立支援法に基づく事業所の指定や、指定事業者に対する実地指導・集団
指導を実施する。



（地－様式２）

①　いわき地域 ②№１４

③施策の展開方向

④重点施策

【現状分析】

⑤施策や地域を
取り巻く情勢

⑥主な取組み
実績・成果

⑦今年度の
主な取組み

【課題整理】

⑧施策を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】

⑨今後の取組み
の方向性

○近年の局地的大雨などの対策を含めた災害に強い社会基盤整備を進める。
○県有建築物の耐震改修や、定期点検を行い最も効果的かつ経済的な時期に補
修・補強工事を施工するなどして、既存施設の長寿命化を図など、計画的戦略的な
維持管理を進める。
○みなと大橋の耐震化、耐荷重化工事は平成２３年度の完了を図る。

○災害に強い社会基盤の整備を図り、安全で安心に暮らせる地域社会を形成する
ことが必要。
○既存施設の長寿命化への早期取組みが必要。
○みなと大橋の耐震化、耐荷重化工事を推進する。

地域別重点施策調書

人と人とがつながる安全で安心な環境づくり

地域防災や県土保全の観点から、夏井川、鮫川などにおける河川改修や中山間
地域などの地すべり対策、老朽化している海岸保全施設などの整備を進めます。

○いわき地域は、地理的条件による自然災害が多発している。
○大規模震災時の緊急輸送路である「みなと大橋」の耐震補強を早急に進める必
要がある。また、近年、大型車（物資輸送車）の通行量が増大してきており、耐荷重
補強を図る必要がある。

○広域河川改修事業等により
　夏井川、馬渡川、鮫川で河道開削等を実施し、治水安全度が向上した。
○総合流域防災事業により
　土砂災害警戒区域等の指定のための基礎調査を４００箇所（Ｈ２１年度末まで）実
施しており、このうち１３８箇所について土砂災害警戒区域等の指定を行った。
○海岸堤防等老朽化対策緊急事業により
　老朽化している堤防の改修により周辺住民の安全性の向上が図られた。
○みなと大橋の耐震化により
　下流側の１スパンを除き、上部工の補強が完了した。

○広域河川改修事業
　治水機能を向上させるための工事を実施する。
　河道開削工事：夏井川、橋りょう工事：馬渡川、開削工事：鮫川
○高柴ダム堰堤改良事業（鮫川水系ダム）
　　改修計画を策定中。H23年度から着工予定。
○総合流域防災事業
　引き続き、土砂災害危険箇所の中から重要な箇所を調査し、土砂災害警戒区域
等の指定を行う。
○海岸堤防等老朽化対策緊急事業
　老朽化している施設の改修整備を進める。
　・豊間海岸：堤防改修
○みなと大橋の耐震化
　緊急輸送路に指定されている臨港道路に架かる「みなと大橋」の耐震化を図る。
　平成２２年度実施：下部工補強２基、上部工１スパン。（上部工完了）



（地－様式１） 平成２２年５月１日現在

№ 1

№ 事業名 担当機関
事業費
（千円）

1
地域づくり総合
支援事業・県戦
略事業

いわき地方
振興局

いわき農林
事務所

5,406

2
地域づくり総合
支援事業・県戦
略事業

いわき地方
振興局

10,970

3

地域づくり総合
支援事業・県戦
略事業、ふるさ
と雇用再生特別
基金事業

いわき地方
振興局

いわき農林
事務所

いわき教育
事務所

3,717

未定

850

事業の概要

アクアマリンパークを基点とした情報発信・交流促進事業

①小名浜さんかく倉庫２号棟（小名浜潮目交流館）を活用したイベント事業の実
施について、ＮＰＯ法人小名浜まちづくり市民会議に業務委託を行い、各振興
局と連携した物産展等を実施することにより交流人口の拡大を図る。
（実施機関：いわき地方振興局　地域づくり総合支援事業（戦略事業）：５，００６
千円　始期：Ｈ２０　終期：Ｈ２２）

②市内の農産物直売所等の合同フェアを開催し、中山間地域の集落間の連携
強化及び地産地消の推進を図る。
（実施機関：いわき地方振興局　いわき農林事務所　地域づくり総合支援事業
（戦略事業）：４００千円　始期：Ｈ２１　終期：Ｈ２３　　)

ふるさと誘致支援ネットワーク構築事業

①いわきの定住・二地域居住の総合的相談窓口である「IWAKIふるさと誘致セ
ンター」を支援するとともに、センターが実施する事業にいわき市と協働で取り
組み定住・二地域居住の促進を図る。
（実施機関：いわき地方振興局　地域づくり総合支援事業（戦略事業）６，１２３
千円　始期：Ｈ１８、ふるさと再生雇用特別基金事業：　４，６４７千円　始期：H21
終期：H23）

②ふるさと福島大交流フェアに参加し、都市住民といわきの伝統技能の体験等
を通じた交流促進、定住・二地域居住に関する相談事業を実施する。
（実施機関：いわき地方振興局　地域づくり総合支援事業（戦略事業）２００千円
始期：Ｈ２１　終期：Ｈ２３）

いわき子ども農山漁村交流プロジェクト支援事業

①「子ども農山漁村交流プロジェクト」の受入体制の整備に向けた「いわきの里
川前ふるさと体験交流委員会」の取組みを県（振興局・農林事務所）は顧問とし
て支援する。
(実施機関：いわき地方振興局、いわき農林事務所　始期：H20）
　また、支援の一環として事務局機能を担当する人材をふるさと雇用により委
託する。
（実施機関：いわき地方振興局　ふるさと再生雇用特別基金事業：３，４５５千円
始期：Ｈ２１　終期：Ｈ２３）

②「いわき海浜自然の家」において、子ども農山漁村交流プロジェクトのプレ体
験事業を実施する。
（実施機関：いわき地方振興局、いわき教育事務所　地域づくり総合支援事業
（戦略事業）２６２千円　始期：Ｈ２１　終期：Ｈ２３　　）

4
地域づくり総合
支援事業（サ
ポート事業）

いわき地方
振興局

　「遠野町「農山村交流・滞在」による生きがいづくり事業」
　遠野町が有する自然、文化等の地域資源を生かした農山村体験の受入を行
うことにより、交流人口の拡大、地域経済の活性化を図る。（実施機関：遠野町
地域づくり振興協議会　始期：Ｈ２１）
　※22年度以降もサポート事業で実施する予定

「三和町農業支援隊」
　三和町において、ボランティアが遊休農地を活用して高原野菜及びソバの栽
培を行うとともに、農家の農作業の手伝いを行う。
　また、芝山紅葉祭りを開催し、遊歩道の散策を行うほか、豚汁の提供、三和
町の農家の方による農産物の販売を行う。
（全体事業費：1,579千円、補助額：850千円）

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

地 域 名 いわき地域

施 策 の 展 開 方 向 多様な地域資源を生かした交流の促進

重 点 施 策
森・川・海の豊かな自然や温泉、アクアマリンパークなどの特色ある拠点施設、首都圏に隣接する優位性
を生かし、ＦＩＴ圏域を始めとする県内外の各地域との連携も図りながら、都市農村交流や定住・二地域居
住を促進するとともに、広域観光の振興を図ります。



5
（新）地方振興
局重点施策推

進事業

いわき地
方振興局

調整中

6
FIT構想推進協
議会運営事業

地域振興課 (2,332)

7

ふくしま文化元
気ルネサンス事
業（うつくしま文
化ルネサンス
フェスタ）

文化振興課 (5,155)

8
うつくしま浜街道
観光推進会議
の取組み

うつくしま浜
街道観光推
進会議

(18,909)

9
フラガールを応
援する会の取組
み

フラガール
を応援する
会

ゼロ予算

10

(新）農山漁村活
性化プロジェクト
支援交付金事
業

いわき農林
事務所

調整中

①「心ひかれるいわきの「ひと・モノ・風景」発信事業」
　いわきの地域資源（自然、観光資源、人、産業資源、地域の文化等）
を対象とした写真を募集するフォトコンテストを開催する。
　事業の過程に多くの市民が関わる仕組みづくりをあわせて行う。ま
た、応募された写真を活用して、次年度以降いわきの地域資源につい
て情報発信を行い、さらなる交流の拡大を図る。

②「いわき地方観光物産交流展～会津で出会う洋(うみ)と海～開催事
業」
　太平洋と日本海を結ぶ磐越道の中間地点である会津地方において、
いわき地域の産品の紹介や観光情報の提供等を行い、いわき地域をＰ
Ｒする観光物産展を開催し、観光客の誘致やいわき産品の販路拡大に
つなげるとともに、新潟等磐越道沿線の産品の紹介も行うことにより、
磐越道沿線地域間の交流の拡大を図る。

   首都東京に近接し、新しい時代にふさわしい、人々をひきつけてやまない地
域づくりに向けたポテンシャルを豊富に有する福島、茨城、栃木３県の県際地
域が、これまで培ってきた交流・連携をもとに広域交流圏としてのさらなる発展
を目指す「ＦＩＴ構想」の推進を図るため、協議会において、イベントの開催、広
報活動、推進方策の検討などを行う。

県内で行われている全国トップレベルの文化活動を一堂に鑑賞できる機会を
設け、文化活動への理解と「する・見る・支える」文化の醸成を図る。

　 相双・いわき管内市町村、観光・まちづくり関係団体、国、県（観光交流課、
相双・いわき地方振興局、原子力等立地地域振興事務所）、JR東日本、
NEXCO東日本等により組織するうつくしま浜街道観光推進会議において、浜通
り地方の広域的な連携による観光振興、地域活性化のための各種事業を実施
する。
　県（観光交流課、相双・いわき地方振興局、原子力等立地地域振興事務所）
はオブザーバーとしてその取組みを支援する。

　 映画「フラガール」のヒットを契機に、「フラガール」という新たな観光資源の更
なる活用により、観光振興及び地域活性化を図るため、（社）いわき観光まちづ
くりビューロー、いわき市、いわき商工会議所をはじめとして、いわき市内の関
係機関、団体が相互に連携し、各種事業を展開する。
 　県（いわき地方振興局）は会員としてその取り組みを支援する。

　地域の農産物の販売拡大と交流人口の拡大により、活性化を図るため、好
間町榊小屋地区の直売所、レストラン、滞在型市民農園「クラインガルテン」の
整備を支援する。



（地－様式１）

№ 2

№ 事業名 担当機関
事業費
（千円）

1 ポートセールス

小名浜港湾
建設事務所

いわき市

福島県小名
浜港利用促
進協議会

4,300

2 荷役機械建造
小名浜港湾
建設事務所

150,000

3
東港地区の整
備

小名浜港湾
建設事務所 700,000

事業の概要

　小名浜港の利用拡大を図るため、県・市・民間が連携してポートセールスを実
施する。
・企業訪問　利用拡大のための荷主企業、物流企業、船会社等を訪問する。
・セミナーの開催　東京および県内で各１回開催し、小名浜港を内外にアピー
ルする。
（福島県小名浜港利用促進協議会への負担金；4,300千円）

　円滑な荷役作業を確保するため、荷役機械を更新する。
　平成２２年度実施　７号ふ頭7-2号機部分更新。本体部材の更新を行い、機
械の長寿命化を図る。

取扱貨物量の増加に対応するため、ふ頭用地を造成する。
　平成２２年度実施　護岸工Ｌ＝２８０ｍ
　（実施機関：小名浜港湾建設事務所、予算額：700百万円）

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

地 域 名 いわき地域

施 策 の 展 開 方 向 多様な地域資源を生かした交流の促進

重 点 施 策
積極的なポートセールスを展開するとともに、港湾サービス機能の充実及び港湾施設の整備を進め、小
名浜港の利用を促進します。



（地－様式１）

№ 3

№ 事業名 担当機関
事業費
（千円）

1 国道改築事業
いわき建設
事務所

1,318,000

2 地域活力基盤
創造事業

いわき建設
事務所

1,830,000

地域の課題に対応して一定の地域において複数の事業を一体的に実施する。
・いわき石川線（皿貝２工区）
事業区間：遠野町根岸（延長500m）
事業着手：平成18年度
全体事業費：約７億円（H22年度192百万円）
引き続き用地補償を進め早期に工事着手する予定である。
・小野富岡線（吉間田工区）
事業区間：川前町下桶売（延長2020m）
事業着手：平成18年度
全体事業費：約１９億円（H22年度60百万円）
今後は改良舗装工事の促進を図る予定である。

ほか６箇所

施 策 の 展 開 方 向 多様な地域資源を生かした交流の促進

重 点 施 策
県内外との交流基盤となる常磐自動車道や国道６号、国道49号、国道289号などの広域交通体系の一
層の整備を進めます。

事業の概要

一般国道の拡幅や線形改良、バイパス建設工事（改良・拡幅・舗装工）を実施
する。
・国道２８９号（荷路夫バイパス、根室拡幅）
事業区間：田人町荷路夫、根室（延長5.1km）
事業着手：平成11年度
全体事業費：９９億円（H22年度1,037百万円）
延長1,175mの朝日トンネルが貫通し(H21.7.27)、今後は、舗装工事等を進め、
平成22年度供用開始。事業年度（H11～H22）
・国道３９９号（中島バイパス）
事業区間：小川町上平（延長2130m）
事業着手：平成2年度
全体事業費：約４９億円（H22年度281百万円）
今後は工事の促進を図り平成22年度に供用開始する予定である。事業年度
（H2～H23)

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

地 域 名 いわき地域



（地－様式１）

№ 4

№ 事業名 担当機関
事業費
（千円）

1

いわきものづくり
人材育成事業
「いわきものづく
り塾」

（社）いわき
産学官ネッ
トワーク協
会

ゼロ予算

2
戦略的地域産
業高度化事業

いわき地域
ものづくり戦
略会議

159

3
立地企業訪問
調査

いわき地方
振興局

ゼロ予算

4
いわき四倉中核
工業団地への
企業誘致

いわき四倉
中核工業団
地企業誘致
促進協議会

300

5
技術移転の取
組み

ハイテクプ
ラザいわき
技術支援セ
ンター

(2,789)

　いわき四倉中核工業団地企業誘致促進協議会（県（企業立地課）、いわき
市、中小企業基盤整備機構などで構成）が主体となり、企業訪問、立地セミ
ナー等への出展、広告によるPR活動といった誘致活動を実施する。

①ものづくり短期研究開発事業
　緊急に解決すべきものづくりに対する課題について、県内企業より公募を行
い、3ヶ月程度で開発し、技術移転を行う（15テーマ程度）。
（予算額：2,025千円（県全体）　始期：H21　終期：H23）
②ものづくりORT型技術移転事業
　県内中小企業従業員等を研修生として受け入れ、ハイテクプラザ研究員が指
導を行い、技術力向上を図る（20テーマ程度）。
（予算額：550千円（県全体）　始期：H21　終期：H23）
③（新）研究成果移転促進事業
　ハイテクプラザ研究成果の事業化を目指す中小企業に対して職員を派遣し、
派遣先企業の現場で助言や指導を行う。
派遣期間：延べ4日以上20日以内
採択数：年間2テーマ
（予算額214千円（県全体）　始期：H22　終期：H23）

重 点 施 策

高い工業集積を生かし、いわき明星大学や福島工業高等専門学校などの高等教育機関との連携も図り
ながら、技術交流や産学官連携の取組みを進め、地域産業の研究開発力・技術力の強化と高付加価値
化を図ります。また、工業団地への企業誘致を進め、一層の工業集積と雇用・就業機会の創出を図りま
す。

事業の概要

　いわき地域の企業で今後製造現場の中核となる技術者を育成するため、い
わき明星大学、福島工業高等専門学校などの高等教育機関等と連携し、実践
的な技術者教育を行う。（産業応援ファンドを活用）
　実施にあたっては、県（いわき地方振興局、ハイテクプラザいわき技術支援セ
ンター）や市、いわき商工会議所、商工会等が連携して企画・実施する。

　県（いわき地方振興局、ハイテクプラザいわき技術支援センター）やいわき
市、商工会議所、商工会、(社)いわき産学官ネットワーク協会といった産業支援
機関、いわき明星大学や福島工業高等専門学校といった高等教育機関等で構
成されている「いわき地域ものづくり戦略会議」を開催し、いわき地域の製造業
に関する課題や展望について意見交換する。

　福島県企業誘致・立地企業振興対策本部の地方本部として管内企業訪問を
行い、景況調査、業界の動向、設備投資の意向、行政への要望等のヒアリング
を行うなど立地企業のフォローアップに努める。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

地 域 名 いわき地域

施 策 の 展 開 方 向 創造的で活力のある産業の展開



6
依頼試験・技術
指導等の取組
み

ハイテクプ
ラザいわき
技術支援セ
ンター

(5,880)

7
研究開発等の
取組み

ハイテクプ
ラザいわき
技術支援セ
ンター

ゼロ予算

8
産業廃棄物減
量化・再資源化
技術支援事業

ハイテクプ
ラザいわき
技術支援セ
ンター

(29,788)

9
知的財産「ふくし
ま宝の山」事業

ハイテクプ
ラザいわき
技術支援セ
ンター

(652)

10
磐城工業用水
道第二期改築
事業

企業局いわ
き事業所

調整中

　磐城工業用水道は、いわき市小名浜地区及び常磐地区の給水区域に立地
する４０事業所に対し、日量１９４，９００㎥の工業用水を供給している。
　工業用水道の安定供給を図るため、磐城工業用水道第１期改築事業で施設
の老朽化対策や管路の耐震対策等を実施してきたが、配水管路においてはま
だ耐震基準に基づく要改築区間があるため、磐城工業用水道第２期改築事業
（国庫補助事業）として配水管布設替工事を実施している。
・平成２２年度の主な事業計画
　配水管布設替（磐城線）　Ｌ＝1,010ｍ（配管口径1,100、700）

①依頼試験事業
　原材料や製品の品質確認、生産工程でのトラブル対策などに必要な分析・測
定の依頼試験の実施や各種機器の開放を行う。
（予算額：4,385千円（県全体）　始期：H17　終期：H22）
②技術指導等事業
　県内中小企業からの製品開発や生産活動等から派生する技術的な諸問題
の解決を図るため、個別相談、インターネット相談などを通してハイテクプラザ
の研究員が技術指導を行う。
　また、地域技術に密着した「腐食防食セミナー」や「熱処理セミナー」などの技
術講習会を開催する。
（予算額：895千円（県全体）　始期：H17　終期：H22）
③技術力向上支援事業
　企業の製造工程で生じる問題を解決するため、企業に出向いて適切な指導
を行うとともに、必要な事項については、その後ハイテクプラザにおいて実験等
を行い、その結果に基づいて企業指導を行う。
・企業訪問指導：100社程度
　また、地域サポーター事業により商工会議所や商工会との連携を図り、技術
的な支援を行う。
（予算額：600千円　始期：H17　終期：H22）

①受託研究事業（産学マッチングFS助成制度）「高耐熱合金のバリ取り及び
エッジ仕上げ技術の確立と自動機の開発」、始期：H21　終期：H22
②新連携支援事業　「中小企業向け大型三次元座標測定機の開発・製造販
売」、始期：H20　終期：H22

産業廃棄物対策をはじめとした環境循環型社会の構築のため、産業廃棄物の
減量化・再資源化を目指し、産業廃棄物排出事業者に対する技術面からの支
援を行う。
具体的な研究課題として、
①陶器瓦廃棄物の再利用推進（Ｈ２１～Ｈ２２）
②石炭灰の再生利用促進（Ｈ２２～Ｈ２３）
③電解加工廃液の再利用化技術の検討（Ｈ２２～Ｈ２３）

福島県内の中小企業が独自商品の開発により競争力を持ち、他社との連携や
大手企業等と対等に取引などを進めるには、保有する技術を知的財産化し、
積極的に活用する必要があるが、優位な技術や知的財産を有効活用していな
い事例が見受けられるため、これらを経営資源として有効活用し、産業振興に
つなげるための支援を行う。



11

工業用水を通し
て「水」と地域の
産業に対する理
解を深める事業

企業局いわ
き事業所

ゼロ予算

12
(新)ふくしま・地
域産業６次化推
進事業

農産物安全
流通課

いわき地方
振興局

いわき農林
事務所

（31,109）

13
遊休農地等を活
用した地域産品
づくり事業

いわき地方
振興局

いわき農林
事務所

100

14

(新)地域資源を
活用した高付加
価値型農業の
推進に関する取
組み

いわき農林
事務所

ゼロ予算

15

(新）環境・新エ
ネルギー関連産
業集積・育成事
業

企業立地課 (20,920)

16
(新）ふくしま医
療機器産業ハブ
拠点形成事業

産業創出課 (3,611)

17
次世代輸送用
機械関連企業
育成支援事業

産業創出課 (2,790)

18
（新）がんばる企
業・立地促進補
助金

企業立地課 (430,000)

国内で先進的な取組みとして高い評価を受けている医療機器産業の集積をさ
らに加速させ、全国的な拠点形成を進めるため、医療ニーズの掘り起こしによ
る県内企業での設計開発・生産を促進するほか、新規参入を促すための人材
育成や他県の拠点との連携などを行う。また、医工連携支援のために県立医
科大学が設置する新組織に職員を駐在させ、連携体制の強化を図る。

自動車産業では、環境対応自動車の生産・開発が急速に進展していることか
ら、県内輸送用機械関連企業の技術力や製品開発力の強化により取引拡大
を図る。

環境・新エネルギー関連産業や農商工連携等の将来性や成長性が見込める
産業の立地促進と雇用創出を図るため、特定業種の企業などを対象として、立
地する際の初期投資額の一部を支援する。

　学校等の教育機関及び自治会・町内会等の地域団体などを対象に、工業用
水道の概要や工業用水の役割の説明及び浄水場等の施設見学を実施した後
に、工業用水道のユーザー企業を訪問し、生産活動における「水」の具体的な
使用方法等を見学する。

　地域産業の６次化を推進し、地域の活性化を図るため、６次化に関心と意欲
のある個人、法人、団体等を構成員とするネットワークの設立や農業者や中小
企業経営者等を対象とした人材育成事業、「食」の情報発信等を行う。

　田人町貝泊地区においては、遊休農地を活用した大豆栽培や味噌、豆腐製
造技術について継承し、新たな地域産品の基礎となる製品製造まで実施可能
な状況に至っている。今後さらに、遊休農地を活用した大豆の作付けについて
地域農業者の理解のもと徐々に拡大しつつある。このため、さらに付加価値の
高い商品として販売が拡大可能となるよう、包装及び流通・販路について「大豆
販売調査検討懇談会」（仮称）を実施し、より一層の大豆栽培面積の拡大及び
地域活性化を図る。

・直売・加工等への取組みにより農業経営の向上を目指す農業者に対し、消費
者ニーズにあわせた生産・商品開発・販売や運営の改善、経営感覚の醸成を
支援する。
・基幹品目及び地域特産作物について、商工業者や観光業者との連携強化に
より付加価値化とＰＲを推進し、いわきの恵まれた観光資源や大消費地である
立地条件を生かした需要拡大を図る。

今後の成長が期待される環境・新エネルギー関連産業について、ネットワーク
の形成から取引拡大まで体系的・戦略的な推進体制を整備することにより、そ
の集積と育成を図る。



（地－様式１）

№ 5

№ 事業名 担当機関
事業費
（千円）

1
地産地消に関す
る取組み

いわき地方
振興局

いわき農林
事務所

ゼロ予算

2

農産物直売所
等合同フェア（ア
クアマリンパー
クを基点とした
情報発信・交流
促進事業）（再
掲）

いわき地方
振興局

いわき農林
事務所

400

3
（新）ふくしまっ
子食育推進ネッ
トワーク事業

学校生活健
康課
いわき教育
事務所

 ( 2,497)

4

(新)いわき地域
の農業を支える
担い手の育成／
確保と集落営農
の推進に関する
取組み

いわき農林
事務所

ゼロ予算

　市内の農産物直売所等の合同フェアを開催し、中山間地域の集落間の連携
強化及び地産地消の推進を図る。

①農業高校と連携した豊かな食育体験
植田小・植田中学校の児童生徒が、磐城農業高校と連携して、野菜の栽培・収
穫・調理体験や食品加工の実習を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②わ
たしが作る朝ご飯コンテスト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県産の食
材を使用し、献立の作成から買い物、調理まで一連の朝ごはん作りを通して、
食べる力の育成を図る。

・認定農業者への誘導を進めるとともに、経営改善計画の達成と経営管理の
高度化に向けて、カウンセリングの実施や経営セミナーを開催します。
・女性農業者の能力発揮と経営への参画を推進します。
・戸別所得補償モデル対策への加入推進を図り、担い手等の水田農業経営の
安定を図ります。
・集落営農を推進するため、農用地利用改善団体の設立をすすめ、特定農業
団体や特定農業法人の設立を支援します。

施 策 の 展 開 方 向 創造的で活力のある産業の展開

重 点 施 策
温暖な気候を生かした特色のある、安全で安心な農産物の生産拡大と担い手の育成確保、集落営農体
制の組織化の取組みを進め、農産物の安定生産体制の確立を図るとともに、豊富な森林資源を生かし
て木材の安定供給体制の確立を図ります。また、農林産物の消費拡大に向けた取組みを進めます。

事業の概要

①地産地消推進月間の取り組み
地産地消月間（１０～１１月）ＰＲチラシを作成し、各種イベント等をＰＲするとと
もに、県民ホールに地産地消ＰＲコーナーを設置する。
（実施機関：いわき地方振興局　始期：H18）

②地産地消に関する情報発信
地元産物等を紹介する情報提供紙の作成や地域生活情報紙への情報提供な
どにより、地元産物の情報発信を行う。
(実施機関：いわき地方振興局、いわき農林事務所　始期：H19)

③ふるさと恵みの店指定事業
　県産品と地産地消をアピールする店舗を「ふるさと恵みの店」として指定し、
県産品の利用や県内企業の販路拡大に積極的こ取組み、物産の振興や県内
産業の活性化を促進する。
（実施機関：県産品振興戦略課　始期：H17）

④食彩ふくしま地産地消推進事業（食彩ふくしま地産地消推進店）
　福島県が進める地産地消の趣旨に賛同して、県産農林水産物を積極的に利
用する飲食店を県が募集・認定し、消費者に本県で生産される豊富な農林水
産物を周知させるとともに、実際に食する機会を増やすことにより、県産農林水
産物の消費拡大につなげる。
（実施機関：農産物流通課　始期：H20）

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

地 域 名 いわき地域



5

(新)いわき地域
の水田を活用し
た高収益農業の
確立に関する取
組み

いわき農林
事務所

ゼロ予算

6

(新)いわきブラン
ドを中心とした
園芸産地の振
興に関する取組
み

いわき農林
事務所

ゼロ予算

7

(新)いわき地域
の持続可能な農
産物生産技術
の推進

いわき農林
事務所

ゼロ予算

8

(新)消費者から
信頼される安
全・安心な農産
物の生産強化

いわき農林
事務所

ゼロ予算

9
広域営農団地
農道整備事業

いわき農林
事務所

250,000

10
間伐材搬出支
援事業

いわき農林
事務所

8,900

11

木質バイオマス
資源循環推進
事業（木質バイ
オマス工ネル
ギー利活用促進
啓発事業）

いわき農林
事務所

13,327

12
林業普及指導
事業による取組
み

いわき農林
事務所

176

13

県オリジナル品
種等きのこによ
る中山間地域活
性化事業

林業振興課 (12,278)

・栽培履歴記帳やGAPの推進、農薬適正使用の推進により、農産物の生産か
ら消費まで農産物の安全性確保を支援します。
・農薬削減技術の普及やIPM技術の推進により、環境に配慮した農業を進めま
す。

　広域営農団地計画のもと、農産物の生産、流通、加工等を有機的、一体的に
整備することを目的として、地域の基幹となる農道の整備を行う。

・広域営農団地農道整備事業　いわき地区
　　全体計画　延長10,870m　全幅8.0m（車道幅6.0m）
　　区間　小川町塩田～四倉町玉山

　間伐材の搬出に対する支援により、森林の未利用資源の有効利用を促し、
資源循環の流れを回復させることにより持続的な森林整備を図る。
①間伐材運搬経費支援事業
　間伐材の利用促進を図るため、市場や製材工場等まで運搬する経費に対す
る補助を行う。
②林内作業路整備支援事業
　間伐材の利用促進を図るため、森林整備により生じた間伐材を土場まで搬出
するために必要な林内作業路を開設する経費に対する補助を行う。

・ふるさと雇用再生特別交付金事業
　未利用資源の有効利用を図るため、木質バイオマス原材料の確保作業及び
木質ペレットの製造作業について、工程調査を行うことにより、資源循環利用
推進のためのシステム作りを委託事業として実施する。
　（委託先：遠野興産株式会社）

・林業担い手の確保、木材や特用林産物の生産拡大、森林の造成などを促進
するため、林業に従事する者や森林所有者、特用林産物の生産者等に対し
て、各種研修会の開催や林業技術の普及・指導を行う。
・生しいたけをはじめとする特用林産物の生産振興のため、生産者に対して技
術指導や情報の提供を行う。

・ふるさと雇用再生特別交付金事業
　きのこの県オリジナル品種等による産地化及び特用林産物の生産振興を促
進し、中山間地域の活性化を図るため、特用林産物の生産者に対して県オリ
ジナル品種の技術及び生産指導を行う。

・水田農業経営体の経営規模拡大を図り、コスト削減を進めます。
・多様化する米需要に対応可能な米づくりを目指すため、環境と調和した持続
可能な米作りを図ります。
・主食用以外の米需要への対応と食料自給率の向上を目指すため、飼料用稲
（稲WCS）の生産振興を図ります。
・大豆、そば等は、省力低コスト技術の導入を図り高品質で安足した生産を図
ります。
・畜産経営の安定化を図るため、放牧と自給飼料の生産拡大により飼料費の
低コスト化を目指します。

・高付加価値化や省力・低コスト技術の導入を支援し競争力のある産地確立に
取組みます。
・生産地と消黄地が近いいわきの特性に対応する多彩な販売の取組や多様な
需要に応える産地の確立を支援します。

・低化学肥料・低化学農薬栽培技術の導入を進めエコファーマーにより栽培、
特別栽培、有機栽培等環境と共生する農業を推進します。
・農業者のネットワーク化を進め技術発展・産地育成を図ります。
・地域の堆肥等の有機性資源の利活用を図ります。



（地－様式１）

№ 6

№ 事業名 担当機関
事業費
（千円）

1
資源管理型漁
業を促進する事
業

水産事務所

水産試験場
(40,226)

2
栽培漁業を促進
する事業

水産試験場

水産種苗研
究所

(111,716)

3
（新）カツオのま
ち活性化事業

水産課

水産事務所

水産試験場

2,475

4
環境生態系保
全活動支援事
業

水産事務所

水産試験場
(7,200)

5
さけ資源増殖事
業

水産課

水産事務所
(3,000)

6
（新）ふくしまの
美味しい魚発
掘・活用事業

水産課

水産事務所

水産試験場

(2,145)

7
就労環境・生産
性向上支援事
業

水産課

水産事務所
(2,029）

・ふくしまの水産物のイメージを高めるため、「浜の逸品」を選定し、生産から流
通・消費までの関係者と連携し、効果的なPRを行う。　　　　　　　　　    ・漁業担
い手が実践する水産物の付加価値向上、販売促進等６次産業化に繋がる取
組みを支援する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ふくしまの魚
の販売促進やPR利用のため、選定された対象魚やブランド認証を受けたヒラメ
等について成分分析等を行う。
・水産物の消費拡大や水産業への理解を促進するため、試験場参観デーや参
画を要請されるイベント、講座等において、水産物の生産や水揚げ状況、漁
法、生態的特徴、食べ方など、生産から流通、加工、調理まで、幅広い情報を
提供する。（（新）ふくしまの美味しい魚発掘・活用事業、高度利用技術開発試
験）

就労環境や生産性の向上を図るため、漁業者へ随時情報を提供し、補助事業
等の活用を支援する。（水産業振興事業（経常））

事業の概要

・効率的な資源利用を促進するため、資源の発生状況や海況等の調査を行
い、動向を予測するとともに、資源状態や資源管理効果を調査・解析し、有効
な情報を提供する。（水産資源・海洋調査事業、資源管理型漁業高度化推進
事業、資源評価調査事業）
・漁業者の自主的な資源管理を促進するため、調査結果を漁業者協議会等に
提示し、資源の有効利用方策を検討する(水産業振興事業（経常））

・栽培漁業を効率的に推進するため、放流用人工種苗（ヒラメ、アワビ、ウニ、
アユ）を生産し、安定的に供給するとともに、放流後の資源動向、漁獲状況を
把握し、事業評価や必要な改善提言を行う。（栽培漁業事業化総合推進事業、
アワビ・ウニ・アユ栽培漁業振興対策事業）
・新規の栽培漁業を検討するため、ホシガレイの種苗生産技術開発と放流試
験を行う。（ホシガレイ放流技術開発調査事業）

カツオの主産地としての地位を確立し、漁業地域の活性化を図るため、「カツオ
のまち活性化推進協議会」を設立し,本県産カツオの知名度向上と県内外への
販売促進に係る施策や取組みを展開する。

海洋の健全な環境維持に役割を果たす藻場・干潟の機能を保全するため、漁
業者等が行う保全活動を技術的、予算的に支援する。

さけ増殖団体の経営基盤の安定化を図るため、河川で捕獲されるサケの付加
価値向上、販売促進に関する取組みを支援する。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

地 域 名 いわき地域

施 策 の 展 開 方 向 創造的で活力のある産業の展開

重 点 施 策
水産試験場や水産種苗研究所の調査・研究などを基に、資源管理型漁業やつくり育てる漁業を進め、水
産資源の持続的利用を図ります。また、魚食普及活動の促進など、水産物の消費拡大に向けた取組み
を進めるとともに、漁業後継者に対する支援や就労環境の改善を促進し、漁業経営の安定を図ります。



（地－様式１）

№ 7

№ 事業名 担当機関
事業費
（千円）

1
地域づくり総合
支援事業（サ
ポート事業）

いわき地方
振興局

2,200

2

（新）地域づくり
につながる人づ
くり連携強化モ
デル事業

生涯学習課

いわき地方
振興局

230

3
元気ふくしま、地
域づくり・交流促
進事業

いわき建設
事務所

72,000

重 点 施 策 多彩な自然や地域に息づく文化などの地域資源を生かした個性ある地域づくりの取組みを支援します。

事業の概要

①いわき地域伝統手業資源開発活用事業
　いわき地域の無形文化である伝統手業を広めることにより、いわき地域の人
的地域資源の再開発と活用促進を図るとともに、子どもの体験学習の受入体
制を整備するため、、伝統手業の講座事業や子どもの体験学習受入を行うほ
か、、現代生活に活用できる伝統手業製品の開発を行い、作品価値の向上を
図るとともに、イベント等に出展する。
（全体事業費：3,827千円、補助額1,900千円 始期：H20）

②（新）高部区集落再生計画策定事業
　地域住民が一体となって地域コミュニティの再生に関する計画を策定し、次年
度以降、この計画に基づいて事業を展開していく。
（全体事業費：325千円、補助額：300千円 始期：H22）

　「団塊世代」｢働き盛り｣を対象に、地域づくりを担う主体と県が連携・協働して､
地域づくりに結びつく人材育成のモデル事業を行う。

地域資源を生かした個性ある地域づくりの取り組みを支援する。

○元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業
・鮫川滝地区の親水施設整備（遠野町滝地区）
ほっとする遠野の里構想の具現化に向けて、鮫川滝地区の親水施設の整備に
ついて、地域と懇談会を開催しながら川づくり計画を策定し、親水施設の整備
を行う。(H19～H22)
・内郷白水地区の地域づくりへの支援（内郷白水地区）
国宝白水阿弥陀堂、石炭の道、新川など地域資源を活用した地域づくり計画を
地域と懇談会を開催しながら作成し、その具現化に向けた取り組みに対し支援
を行う。（H20～H22)
・貝泊地区（田人町貝泊地区）
貝泊地区で取り組んでいる自然資源を活用した地域づくりを支援するため県道
勿来浅川線の１．５車線整備等を行う。（H20～H23)
・三和新田地区（H21～H24）
三和新田地区の大山桜と古殿の越代の桜の連携した地域づくりを支援するた
め、いわき上三坂小野線と三株下市萱小川線の1.5車線的整備を行う。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

地 域 名 いわき地域

施 策 の 展 開 方 向 豊かな自然環境と調和した多彩で魅力ある生活圏の形成



（地－様式１）
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№ 事業名 担当機関
事業費
（千円）

1
地域づくり総合
支援事業（サ
ポート事業）

いわき地方
振興局

2,000

2

3

街路事業
地域活力基盤
創造交付金事
業等（平磐城
線）（三函台山
線）

いわき建設
事務所

879,000

魅力的な中心市街地の形成を図るため、街路などの整備を進める。

ほか１箇所
・平磐城線（花畑工区）
事業箇所：小名浜花畑（延長876m）
全体事業費：約４５億円（H22年度554百万円）
今後は、用地補償及び電線共同溝工事、改良工事、舗装工事を進める予定で
ある。
・三函台山線（湯本工区）
事業箇所：常磐湯本町（延長511m）
事業着手：平成17年度
全体事業費：約３６億円（H22年度320百万円）
今後は用地補償及び改良舗装及び橋梁工事を進める予定である。

ほか１箇所

事業の概要

（新）「いわき駅前春フェスティバル」
　平成２２年３月末より供用開始されたいわき駅南口駅前広場を活用し、いわ
き市内の飲食、文化・芸術、地場産品を持ち寄ったイベントを開催する。
（全体事業費：4,000千円、補助額2,000千円）

中心市街地活
性化の取組み

いわき地方
振興局

ゼロ予算

①コンパクトシティ推進プロジェクト
　コンパクトシティ実現のため、関係各機関と連携して、一店逸品運動（お店回
りツアーや逸品フェア）、街なか駐車場共通駐車サービス券事業、空き地・空き
店舗有効事業(屋台村）、商店街ポータルサイト「いわきまちぴた」の充実等、い
わき駅周辺の活性化に取り組む。県(いわき地方振興局）としては、一店逸品
運動推進部会において定例会や研究会に参画し、取り組みを支援する。
（実施機関：コンパクトシティ推進プロジェクトチーム　始期：H19）

②まちなかウェルカム事業
　平商店会連合会を中心に、平飲食業会等で中心市街地の共通商品券の販
売やまちなか屋台を展開して、街なかに賑わいを創出する。県(いわき地方振
興局）は実行委員会の委員として取り組みを支援する。
（実施機関：まちなかウェルカム事業実行委員会　始期：H19）

③いわき市南部地区中心市街地活性化事業
　いわき市南部地区の中心市街地である植田駅周辺の再生と活性化を図るた
めの空き店舗対策事業（地場産品の販売を行うドンワッセうえだ）や勿来の景
勝地を観光資源として活用する勿来八景句碑建立事業を実施。県(いわき地方
振興局）は協議会会員として取り組みを支援する。
（実施機関：いわき市南部地区中心市街地活性化協議会　始期：H20）

④子育てにやさしいいわきの商店街づくり事業
　いわき市全域の商店街が「子育て応援」をキーワードに連携して、ファミたん
カードの普及活動、協賛店への参加による子育て世帯への支援、こども店長
事業等を実施。県(いわき地方振興局）は実行委員として取り組みを支援する。
（実施機関：子育てにやさしいいわきの商店街づくり事業実行委員会　始期：
H19）

⑤湯本温泉郷の賑わい創出（元気ふくしま地域づくり交流促進事業）
　湯本温泉街の賑わいの創出と来訪者の拡大を図るため、温泉街の回遊性の
向上や歩道修景などについて、じょうばん街工房が開催する「湯のまち懇談
会」を通じて地域と懇談しながら、必要な支援を行っていく。
（実施機関：いわき建設事務所　始期：H16　終期：H23）

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

地 域 名 いわき地域

施 策 の 展 開 方 向 豊かな自然環境と調和した多彩で魅力ある生活圏の形成

重 点 施 策
魅力的な中心市街地の形成を図るため、いわき駅周辺の施設整備や街路などの整備を進めるとともに、
中心市街地活性化のための取組みを支援します。また、港と一体となったまちづくりのため、小名浜港背
後地などの整備を進めます。
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№ 事業名 担当機関
事業費
（千円）

1
国道改築事業
（再掲）

いわき建設
事務所

1,318,000

2
地域活力基盤
創造事業（再
掲）

いわき建設
事務所

1,830,000

3
地域自立活性
化交付金事業

いわき建設
事務所

106,000

重 点 施 策
広域多核型の地域構造を成している各地区相互の連携・交流や日常生活を支える道路の整備を進める
とともに、生活交通確保のための取組みを支援します。

事業の概要

①国道改築事業
・国道２８９号（荷路夫バイパス、根室拡幅）
事業区間：田人町荷路夫、根室（延長5.1km）
事業着手：平成11年度
全体事業費：９９億円（H22年度1,037百万円）
延長1,175mの朝日トンネルが貫通し(H21.7.27)、今後は、舗装工事等を進め、
平成22年度供用開始。事業年度（H11～H22）
・国道３９９号（中島バイパス）
事業区間：小川町上平（延長2130m）
事業着手：平成2年度
全体事業費：約４９億円（H22年度281百万円）
今後は工事の促進を図り平成22年度に供用開始する予定である。事業年度
（H2～H23)

②地域活力基盤創造事業
・いわき石川線（皿貝２工区）
事業区間：遠野町根岸（延長500m）
事業着手：平成18年度
全体事業費：約7億円(H22年度192百万円)
用地補償を進め早期に工事着手する予定である。
・小野富岡線（吉間田工区）
事業区間：川前町下桶売（延長2020m）
事業着手：平成18年度
全体事業費：約１９億円（H22年度60百万円）
今後は改良舗装工事の促進を図る予定である。
・常磐勿来線（鮫川橋工区）
事業区間：植田町（延長900m）
事業着手：平成7年度
全体事業費：約６６億円（H22年度1,411百万円）
今後は改良舗装、橋梁工事を推進する予定である。

ほか５箇所

③地域自立活性化事業
・上川内川前線（高部工区）
事業区間：川前町下桶売（延長750m）
事業着手：平成20年度
全体事業費：4億円（H22年度36百万円）
今後は工事の促進を図る予定である。
・片倉末続停車場線（末続工区）
事業区間：久之浜町末続（延長800m）
事業着手：平成19年度
全体事業費：約２億円（H22年度20百万円）
今後は用地補償及び改良工事の促進を図る予定である。

ほか４箇所

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

地 域 名 いわき地域

施 策 の 展 開 方 向 豊かな自然環境と調和した多彩で魅力ある生活圏の形成



4
交通安全施設
等整備事業

いわき建設
事務所

133,000

5
元気ふくしま、地
域づくり・交流促
進事業（再掲）

いわき建設
事務所 72,000

6
広域営農団地
農道整備事業
（再掲）

いわき農林
事務所

250,000

7
一般農道整備
事業

いわき農林
事務所

150,000

8
基幹農道整備
事業

いわき農林
事務所

100,000

9
森林居住環境
整備事業

いわき農林
事務所

133,870

10
生活交通確保
の支援

生活交通課

いわき地方
振興局

(123,657)

①市町村生活交通対策のための補助事業
市町村が主体的に行う生活交通対策事業について、運行費の一部に対し補助
金を交付する。（実施機関：生活交通課　平成22年度予算123,657千円（県全
体））

②いわき市公共交通活性化委員会への参画
いわき市は公共交通施策の指針となる公共交通ビジョンを策定するため、その
調査検討を行う「いわき市公共交通活性化委員会」を設置した。
　県（いわき地方振興局）としては委員会への参画を通して生活交通確保のた
めの取り組みを支援する。
(実施機関：いわき市　始期：H20　終期：H22　ゼロ予算）

④交通安全施設等整備事業
・国道３９９号（北目工区）
事業区間：平北目町（延長330m）
事業着手：平成17年度
全体事業費：約９億円（H22年度30百万円）
今後は調査を実施し、橋梁拡幅工事を推進する予定である。
・常磐勿来線（湯本工区）
事業区間：常磐湯本町（延長290m）
事業着手：平成20年度
全体事業費：約６億円（H22年度32百万円）
今後は用地補償、工事を推進する予定である。
・皿貝勿来停車場線（黒田工区）
事業区間：田人町黒田（延長800m）
事業着手：平成17年度
全体事業費：約６億円（H22年度30百万円）
今後は用地補償、工事を推進する予定である。

ほか１箇所

⑤元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業
・いわき上三坂小野線（新田工区）
事業区間：いわき市三和町新田（延長95m）
事業着手：平成21年度
全体事業費：約１億円
今後は、改良舗装工事の促進を図る予定である。

ほか３箇所

　農産物の生産、流通の合理化等を目的として、農道の整備を行う。
・（広域営農団地農道整備事業　いわき地区）
　全体計画　延長10,870m　全幅8.0m（車道幅6.0m）
　　　着工　H3年度　区間　小川町塩田～四倉町玉山

農産物の生産、流通の合理化等を目的として、農道の整備を行う。
・（一般農道整備事業　後沢３期地区）
　全体計画　延長2,480m　全幅5.0m（車道幅4.0m）
　　　着工　H17年度　工区　三和町下三坂

農産物の生産、流通の合理化等を目的として、農道の整備を行う。
・（基幹農道整備事業　釜ノ前３期地区）
　全体計画　延長2,677m　全幅7.0m（車道幅5.5m）
　　　着工　H7年度　工区　遠野町上根本
・（基幹農道整備事業　大久地区）
　全体計画　延長1,750m　全幅7.0m（車道幅5.5m）
　　　着工　H9年度　区間　大久町大久～大久町小久

・（森林居住環境整備事業　永井川前線）
　間伐期を迎えた森林や水源かん養保安林等の適切な管理、磐越道三和イン
ターを利用した農林水産物の新輸送ルートの確保、及び川前町と三和町を結
ぶ災害時の迂回路として林道を整備する。
　全体計画　延長7,450m　幅員5.0～6.0m
　　　　　　　　全体事業費　2,480,000千円
　　　　　　　　区間　川前町川前～三和町下永井
　（始期：H16　終期：H30）
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№ 事業名 担当機関
事業費
（千円）

1
地域づくり総合
支援事業・県戦
略事業

いわき地方
振興局

677

2
流域連携事業
（夏井川流域）

夏井川流域
の会

ゼロ予算

3
森林ボランティ
ア総合対策事業

いわき農林
事務所

450

4
地域づくり総合
支援事業・県戦
略事業

いわき地方
振興局

いわき農林
事務所

800

5
林業普及指導
事業による取組
み

いわき農林
事務所

176

木質バイオマスエネルギー利活用促進啓発事業
・(新)田人の山・光あふれる森づくり事業
　一般市民２０名を募り、植栽や除伐・間伐と間伐木の利活用の体験・交流を
通じ、多様な機能を有する森林の資源循環、森林整備の重要性について普及
啓発するとともに、間伐材の新たな利用推進や植林（もりづくり）に繋げる。

・森林整備や森林環境学習の推進のため、森林づくりのために活動しているボ
ランティアに対して、各種研修会の開催や林業技術の普及・指導を行う。
・ボランティアが安全に森林整備作業を行うための技術指導や情報の提供を行
う。

重 点 施 策
森林ボランティアなどによる森林（もり）づくりや夏井川、鮫川における流域連携など、自然環境保全に向
けた取組みを支援します。

事業の概要

（新）流域連携事業（鮫川流域）
　「鮫川流域ネットワーク」と連携し、流域環境保全のための啓発事業等を実施
する。
・鮫川探検バスツアー
　流域在住の小学生40名程度で、鮫川河口から源流まで、主要な施設や自然
環境を巡るツアーを実施する。特に、山中をトレッキングして、源流にたどり着く
ことにより、水環境保全の重要性を実感してもらう。
・流域マップの作成
　鮫川の水環境保全の重要性について啓発するために、流域の自然環境、主
要施設、観光スポット等を掲載した流域マップを作成、配布する。

　夏井川の水環境を守り、次世代に引き継ぐために活動する団体・個人が集ま
り、森・川・海の笑顔が見える流域を目指して、協力・連携した活動を実施す
る。県（いわき地方振興局、いわき建設事務所）としては、運営会議等に参加
し、アドバイザーとしてその取り組みを支援する。

　県民一人一人が参画する森林づくりを推進するため、民間非営利団体等森
林ボランティアが行う森林づくり、普及、啓発に要する費用に対して助成を行
う。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

地 域 名 いわき地域

施 策 の 展 開 方 向 豊かな自然環境と調和した多彩で魅力ある生活圏の形成
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№ 事業名 担当機関
事業費
（千円）

1

地域づくり総合
支援事業・県戦
略事業、ふるさ
と雇用再生特
別基金事業

いわき地方
振興局
いわき農林
事務所

14,127

2
間伐材利用促
進事業

いわき農林
事務所

(3,500)

3
間伐材搬出支
援事業【再掲】

いわき農林
事務所

8,900

4
新エネルギー導
入促進事業

エネルギー
課

(26,615)

5
未利用エネル
ギー等活用促進
モデル事業

エネルギー
課

(4,200)

①率先導入検討事業
　産学民官の有識者等と連携し、効果的な新エネルギー導入方策及び目標年
度が到来する新エネルギービジョン改定の検討を行う。
②市町村支援事業
　市町村と連携しながら新エネルギーの普及拡大を図るため、市町村が実施
する設備導入支援事業に対して助成する。

①未利用エネルギー等活用促進事業
　・民間団体等が行う未利用エネルギー等の設備導入を目的とする基礎調査
や事業可能性調査への補助
　・民間団体等が住民等に対して行う新エネルギーの普及啓発を目的とした事
業に対する補助
②未利用エネルギー等活用モデル地区支援事業
　・住民、ＮＰＯ、市町村等で構成する協議会が行う具体的な導入方法の検討
や実施計画の策定等の経費に対する補助
　・民間団体等が行う太陽光発電設備（10kW未満）の導入経費を補助

重 点 施 策
循環型社会の形成に向け、豊富な森林資源や長い日照時間を有する地域特性を生かして、バイオマス
や太陽光などの再生可能なエネルギーの利活用に努めます。

事業の概要

木質バイオマスエネルギー利活用促進啓発事業
①（新）田人の山・光あふれる森づくり事業(地域づくり総合支援事業・県戦
略事業)【再掲】
　一般市民20名を募り、植栽や除伐・間伐と間伐木の利活用の体験・交流
を通じ、多様な機能を有する森林の資源循環、森林整備の重要性について
普及啓発するとともに、間伐材の新たな利用推進や植林（もりづくり）に繋げ
る。
（実施機関：いわき地方振興局、いわき農林事務所
　予算額：800千円　　始期：H22）

②木質バイオマス資源循環推進事業（ふるさと雇用再生特別交付金事業）
　未利用資源の有効利用を図るため、木質バイオマス原材料の確保作業
及び木質ペレットの製造作業について、工程調査を行うことにより、資源循
環利用推進のためのシステム作りを委託事業として実施する。
（委託先：遠野興産株式会社）
（実施機関：いわき農林事務所
　予算額：13,327千円　　始期：H21　終期：H23）

福島県ペレットストーブ利用推進事業
　森林整備を促進し、未利用資源の有効利用を図るため、木質ペレットス
トーブの民間への導入を推進するため、購入・設置に対する補助を行う。

　間伐材の搬出に対する支援により、森林の未利用資源の有効利用を促
し、資源循環の流れを回復させることにより持続的な森林整備を図る。
①間伐材運搬経費支援事業
　間伐材の利用促進を図るため、市場や製材工場等まで運搬する経費に
対する補助を行う。
②林内作業路整備支援事業
　間伐材の利用促進を図るため、森林整備により生じた間伐材を土場まで
搬出するために必要な林内作業路を開設する経費に対する補助を行う。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

地 域 名 いわき地域

施 策 の 展 開 方 向 豊かな自然環境と調和した多彩で魅力ある生活圏の形成



（地－様式１）

№ 12

№ 事業名 担当機関
事業費
（千円）

1

子育てにやさし
いいわきの商店
街づくり事業【再
掲】

子育てにや
さしいいわ
きの商店街
づくり事業
実行委員会

ゼロ予算

2
子育て支援を進
める県民運動事
業

福島県いわ
き方部子育
て支援連絡
会議

230

3
公園サポーター
制度事業

いわき建設
事務所

ゼロ予算

4
生活基盤緊急
改善事業

いわき建設
事務所

8,537

5
生活基盤緊急
改善事業

いわき建設
事務所

43,240

6

「住民による新
たな県民運動円
卓会議」構築支
援事業

文化振興課

（新“うつくし
ま、ふくし
ま。”県民運
動推進会
議）

(1,009)

7
放課後子どもプ
ラン（放課後子
ども教室）

社会教育課
いわき教育
事務所

(55,367)

県営住宅の集会所等を整備する。
・梅ヶ丘団地集会所
　集会所の内外部改修を行う。（段差解消、トイレや給湯室を使いやすいものに
改修）
・比良団地屋外施設
　老朽遊具の改修、ベンチの設置等を行う。

県営住宅の集会所等を整備する。
・富岡団地外集会所集会所の内外部改修を行う。（段差解消、トイレや給湯室
を使いやすいものに改修）
・富岡団地屋外施設
　老朽遊具の改修、ベンチの設置等を行う。

　住民、町内会・行政区等、市民活動団体（ＮＰＯ）、学校、企業、各種団体、行
政など様々な地域の関係者が、地域の課題解決のための話し合いの場として
の「住民による新たな県民運動円卓会議」を形成するためのサポートを実施す
るとともに、各地域の円卓会議による検討協議や実践行動の例を県全体に波
及させ、地域住民や各関係団体等が主体となった地域コミュニティづくりを支援
する。

　安心して子育てができる社会の実現のため、地域の協力のもと、子どもたち
がスポーツ・文化活動や交流活動を行う「放課後子ども教室」の設置・運営に
対して補助を行う。

重 点 施 策
地域コミュニティの再生・活性化を図るため、子育て支援などの地域で支え合う取組みや住民が主体と
なった地域活力を向上させる取組みを支援します。

事業の概要

　いわき市全域の商店街が「子育て応援」をキーワードに連携して、ファミたん
カードの普及活動、協賛店への参加による子育て世帯への支援、こども店長
事業等を実施。県（いわき地方振興局）は実行委員として取り組みを支援する。

   福島県いわき方部子育て支援連絡会議（事務局：いわき地方振興局）におい
て、県で定める「子育ての日」、「子育て週間」にあわせて子育て支援に係る啓
発活動を実施する。

・いわき公園サポーター制度の活用
いわき公園にて住民や地域団体が行う環境美化や文化活動等の地域活動を
支援し、快適で個性豊かな地域づくりに資する多様な主体との協働の公園管
理を進めるため公園サポーターを募集する。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

地 域 名 いわき地域

施 策 の 展 開 方 向 人と人とがつながる安全で安心な環境づくり



8
学校支援地域
本部事業

社会教育課
いわき教育
事務所

(22,025)
　市町村の地域ごとにコーディネーターを置き、その連絡調整の下に地域住民
がボランティアとして学校の教育活動を支援する「学校支援地域本部」の設置・
運営に対して補助を行う。（２１年度実施：管内 内郷、小川地区）



（地－様式１）

№ 13

№ 事業名 担当機関
事業費
（千円）

1

県立医科大学
運営費交付金
（うち医師派遣
交付金）

公立大学法
人室、地域
医療課、公
立大学法人
福島県立医
科大学

(302,703)

2
（新）地域医療
再生基金事業
（相双医療圏）

地域医療
課、総合磐
城共立病院

(406,484)

3
医師確保緊急
対策事業

地域医療課 (22,200)

事業の概要

　県立医科大学に助手を配置し、県内の公的病院へ派遣するため、助手３３人
分の人件費を交付金として交付する。
（医師派遣事業）
　県内の公的病院（支援対象病院２９病院）からの支援要請をもとに、医師派
遣調整会議において、次年度の派遣先病院及び診療科を決定し（3月）、県立
医科大学において専任した医師（助手）を派遣する。

相双医療圏における医療課題を解決するため、地域医療再生計画に基づき、
救急医療体制の構築、在宅医療の充実強化等に係る事業を実施する。
①医師事務作業補助者充実事業（予算額：18,400千円）
   総合磐城共立病院において、医師事務作業補助者の増員等を図るために
必要な経費を補助する。
　　補助率：10/10（診療報酬分控除）
②認定看護師等養成事業（予算額：3,710千円）
　 総合磐城共立病院において、救急医療に係る認定看護師等の養成を行うた
めに必要な経費を補助する。
　　補助率：定額（1,855千円/人）
③三次救急医療機能向上事業（予算額：384,374千円）
　 総合磐城共立病院において、救急医療機能向上のために行う高度医療機
器の整備に必要な経費を補助する。
　　補助率：10/10

　県内における医師不足が深刻化していることから、民間医療機関を新たに加
えた医師派遣体制の確保、自治医科大学義務年限修了者への研修研究資金
貸与による県内定着の促進、産科、小児科等の医師の転入促進、産科医の負
担軽減のための助産師研修などの医師確保の緊急対策を行う。
①医師派遣協力民間病院支援事業（予算額：10,000千円）
　民間病院から医師の派遣を受ける公的病院等に対して、経費の一部を補助
する。
　　補助先：公的病院
　　補助率：1/2（上限5,000千円）
　　補助対象：４件
②医師研究資金貸与事業（予算額：5,000千円）
　県外から転任する産科及び小児科等の医師に対して研究資金を貸与する。
　　貸与人数：２名
　　貸与額：３年間勤務3,000千円、２年間勤務2,000千円
③自治体病院等医師確保研修資金貸与事業（予算額：4,800千円）
　産科、小児科、麻酔科を専攻する県内勤務の研修医に対し、県内の自治体
等病院で一定期間の勤務を条件に、研修資金を貸与する。
　　貸与人数：２名
　　貸与額：月額200千円（最大３年間）
④助産師研修事業（予算額：2,400千円）
　院内助産所及び助産師外来の開設を支援し、産科医の負担軽減を図るた
め、助産師に対する研修を行う。

地 域 名 いわき地域

施 策 の 展 開 方 向 人と人とがつながる安全で安心な環境づくり

重 点 施 策
安全で安心な医療の充実のため、不足する病院勤務医を始めとして医師の確保に努めるとともに、高齢
者や障がい者に対する福祉サービスの質の確保に努めます。

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表



4
特定診療科医
師確保・支援事
業

地域医療課 (147,747)

5
医師臨床研修
対策事業

県、公立大
学法人福島
県立医科大
学

(9,352)

6
（新）ふくしま医
師就職支援事
業

地域医療課 (12,703)

7
介護サービス事
業者指定・指導
等事業

いわき地方
振興局

41

8

指定障害福祉
サービス事業者
等の指導等事
業

いわき地方
振興局

5

①医師マッチング事業
　 離職した女性医師や定年を迎える医師等、広く県内外から県内病院等への
医師の就職を支援し、医師の確保を図る。

介護保険法に基づく事業所の指定。
指定事業者に対する実地指導・集団指導の実施。

障害者自立支援法に基づく事業所の指定。
指定事業者に対する実地指導・集団指導の実施。

　過酷な職務環境にある産科医、救急勤務医等の処遇改善を図り、その確保
を図る。
①救急医療機関の勤務医師確保事業（予算額：75,922千円）
　救急勤務医に手当を支給する医療機関に対して補助を行う。
　　補助率：1/2（国1/3、県1/6）
②産科医等確保支援事業（予算額：55,741千円）
　分娩手当を支給する分娩取扱機関に対して補助を行う。
　　補助率：病院1/2（国1/3、県1/6）、診療所・助産所1/3（国1/3）
③新生児科医確保事業（予算額：6,000千円）
　出産後ＮＩＣＵへ入院する新生児を担当する医師に対し手当を支給する医療
機関に対して補助を行う。
　　補助率：病院1/2（国1/3、県1/6）
④病診連携産科小児科支援事業（予算額：10,084千円）
　 病院勤務の産婦人科医及び小児科医の負担軽減を図るため、開業医が病
院の産婦人科や小児科の診療応援をする場合に、病院が支払う報酬に対して
補助する。
　　補助率：10/10

平成１６年４月から新医師臨床研修制度が始まったことに伴い、全国の医学生
を対象とした福島県臨床研修病院合同ガイダンス開催により県内への医師の
定着を図るとともに、医師臨床研修指導医養成講習会を開催し指導能力の向
上を図る。
　また、県立医科大学と県内臨床研修病院の病院群を形成するなど、県内へ
の研修医確保のための各種事業を実施する。
①臨床研修病院合同ガイダンス事業（予算額：2,177千円）
　 臨床研修医を確保するため説明会を開催する。
    　年2回開催（東京都、福島市）
②医師臨床研修指導医養成講習会事業（予算額：1,201千円）
　 効果的に臨床研修を推進するため指導医養成講習会を開催する。
③人材育成・定着促進事業（予算額：5,974千円）
　 県立医科大学と県内臨床研修病院が病院群を形成して魅力ある研修プログ
ラムの作成等を行うために必要な経費を補助する。
    　補助率：10/10



（地－様式１）

№ 14

№ 事業名 担当機関
事業費
（千円）

1
広域河川改修
事業

いわき建設
事務所

916,000

2
高柴ダム堰堤改
良事業（鮫川水
系ダム）

いわき建設
事務所

ゼロ予算

3
地すべり対策事
業

いわき建設
事務所

44,000

4
総合流域防災
事業（急傾斜
地）

いわき建設
事務所

37,750

5 通常砂防事業
いわき建設
事務所

39,000

6
総合流域防災
事業（基礎調
査）

いわき建設
事務所

68,000

7
海岸堤防等老
朽化対策緊急
事業

いわき建設
事務所

46,000

高柴ダム堰堤改良事業（鮫川水系ダム）
・ 高柴ダム：改修計画を策定中、H23年度から着工予定（ゼロ予算）
　老朽化しているダムゲートの塗装や部品交換、観測機器の更新を行う。

・地すべり対策
事業箇所：菅谷地区
全体事業費：１．８億円
地すべりを抑制するため、アンカー、地下排水、法枠工事を実施

・急傾斜地対策
事業箇所：天王崎地区
全体事業費：３.９億円
急傾斜地の崩壊による災害の防止のため法枠、擁壁工事を実施

・通常砂防
事業箇所：矢本沢
全体事業費：１．５億円
土石流被害を防止するため、砂防えん堤を整備する。

地域防災や県土保全のため土砂災害警戒区域等の指定を行う。
・基礎調査
事業箇所：いわき市内全域
全体調査箇所数：１，６２８箇所
土石流、急傾斜地、地すべり等の土砂災害から県民を守るため、土砂災害危
険箇所の中から重要な箇所を調査し、土砂災害警戒区域等の指定を行う。
H21まで調査済み３９６箇所、警戒区域指定済み１３９箇所

　老朽化している施設の改修整備を進める。
・豊間海岸：H21年度から調査設計に着手し、H22年度から着工予定
老朽化している海岸堤防を取壊し、より安全性の高い堤防に改修する。

施 策 の 展 開 方 向 人と人とがつながる安全で安心な環境づくり

重 点 施 策
地域防災や県土保全の観点から、夏井川、鮫川などにおける河川改修や中山間地域などの地すべり対
策、老朽化している海岸保全施設などの整備を進めます。

事業の概要

広域河川改修事業（いわき建設）
・夏井川
事業箇所：平中神谷、小川地区
全体事業費：204億円（H22年度390百万円）
着手年度：昭和５４年度
治水機能を向上させるため河道開削工事を実施
・藤原川
事業箇所：常磐下船尾地区
全体事業費：419億円（H22年度112百万円）
着手年度：昭和５８年度
治水機能を向上させるため護岸工事を実施
・鮫川
事業箇所：仁井田町地区
全体事業費：162億円（H22年度414百万円）
着手年度：昭和５１年度
治水機能を向上させるため開削工事を実施

平成２２年度　地域別施策対応事業一覧表

地 域 名 いわき地域
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みなと大橋の耐
震化

小名浜港湾
建設事務所

195,000

　災害応急対策活動において物資受入拠点の小名浜港と各対策拠点を結ぶ、
緊急輸送路を確保するため、緊急輸送路に指定されている臨港道路に架かる
「みなと大橋」の耐震化を図る。
　平成２２年度実施：下部工補強２基。
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